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本委員会は、平成２４年９月５日に貴職より諮問されました「社会保障における労

災保険指定医療機関の今後の役割」及び「交通事故診療における周辺問題について」

に関し、鋭意検討を重ね、今般、諮問に対する意見を以下のとおりまとめましたので

ここに答申いたします。 

また、労災診療費算定基準に関し、本委員会として、早急に改正すべき最重点要望

項目（１０項目）および要望項目一覧を別添の通りまとめましたので、ご活用いただ

きたくよろしくお願い申し上げます。 
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《 は じ め に 》 

 

平成２４・２５年度の労災・自賠責委員会に対し、会長より、労災保険に関しては、

「社会保障における労災保険指定医療機関の今後の役割」、自賠責保険に関しては、「交

通事故診療における周辺問題について」との諮問を受けた。 

健康保険の診療報酬改定は、平成２２年度、２４年度とプラス改定になったものの、

二期連続して大規模急性期病院に財源が重点的に配分され、中小病院や診療所にとっ

て、実質的にはマイナス改定となった。労災保険の診療報酬は健康保険に準拠してい

る部分が多く、労働者の労災事故に対して第一線で労災医療を担う診療所・中小病院

にとっては、この数年間、評価できる改定とはなっていない。 
また、近年の労働災害は、労災事故は漸次減少傾向にあるものの、労働環境が変化

し、脳・心臓疾患、精神障害の労災請求が増加している。さらに、労災保険において

も支払基金等への労災診療費のレセプト審査事務の委託検討や、労災レセプト電算処

理のオンライン化が実施されるなど、経費削減や効率化のみが優先される傾向が見受

けられる。 
このような医療情勢の下、今期委員会では、労働災害が発生した後の労災医療の問

題点の検討に限らず、労働災害発生以前における労災保険指定医療機関として果たす

べき役割について、二次健康診断等給付を利用した生活習慣病予防対策やメンタルヘ

ルス対策に関する労災保険指定医療機関と産業医、地域産業保健センターとの連携な

ど、労働者の疾病予防に対する取り組みについても検討を行った。 
労災診療費算定基準については、脳・心臓疾患、精神障害の労災請求が増加してい

る状況に鑑み、内科、精神科系の労災保険指定医療機関における被災労働者の職場復

帰に見合った診療報酬体系への見直しを検討しつつ、前期の本委員会の要望項目にお

ける未対応項目も含めて、改めて整理を行うとともに、医療情勢や労働環境の変化に

対応できる診療報酬体系のあり方について協議した。 
一方、自賠責保険においては、従来からの懸念である健康保険と自賠責保険の優先

使用の問題、全国的に普及している自賠責保険診療費算定基準の今後の在り方につい

て検討するとともに、自動車損害賠償責任保険審議会で指摘されている物損事故によ

る自賠責保険からの支払い問題等についても言及した。 
また、東日本大震災から３年を経過しようとしているが、被災地の復興は進んでい

ない状況であり、東京電力福島原発における労働者の健康管理や認定問題、今後の障

害補償についての現状を確認するため、福島労働局とも懇談を行った。 
加えて、被災労働者や交通事故による被害者は、労災保険指定医療機関に限らず、

すべての医療機関において受診機会があり、労災保険、自賠責保険の取扱いが少ない

医療機関や研修医に対しても基本的な労災保険および自賠責保険制度に対する理解が

必要と考え、研修ツールの作成など周知方法の検討を行った。 
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Ⅰ．労災保険・自賠責保険に係る課題 
 

労災・自賠責保険の制度概要等に係る周知等の必要性 

 

健康保険制度すら複雑混迷で、保険医が充分に認識・理解されているとは思われない。

ましてより頻度の少ない労災保険、自賠責保険においては、なおさら理解度が低いので

はと考えられる。一般的には、臨床の場で労災保険や自賠責保険に遭遇し、難渋しつつ

対処しているのが現状ではないか。 

 できれば、医師としての臨床研修の場から、労災保険や自賠責保険を理解、習得する

機会があれば、臨床現場で遭遇しても戸惑うことがなく対応できるため、労災保険や自

賠責保険の制度概要の周知が必要であると考える。 

 

１）労災保険について  

労働者の業務上あるいは通勤途中に被災した負傷、疾病、障害、死亡などに対して、

厚生労働省が管掌する責任保険として１９４７年（昭和２２年）に労災保険制度として

開始され、労働者雇用主に労働基準法により個別災害補償責任を義務付けた制度である。

労災保険は、原則として労働者を雇用する全ての事業所に加入義務があり、その保険料

は事業主から徴収される。 

 健康保険制度において、保険医療機関としてその指定を受けているように、労災保険

制度においても約４万足らずの医療機関が労災保険指定医療機関の指定を受けている。

これにより被災労働者は、療養補償給付（医療給付）を全て現物給付されている。また、

何らかの事情があって労災保険指定医療機関以外の医療機関で治療した場合でも、被災

労働者の一時自費払い後に労働基準監督署に申請のうえ償還される。 

 健康保険では健康保険被保険者証等を提示して、保険診療が認められ診療が開始され

るが、労災保険では「療養補償給付たる療養の給付請求書」（業務災害では様式５号、

通勤災害では様式１６号）が被保険者証に代わる証明書となり、そこには被災状況等が

記載され、雇用主、労働基準監督署からの承認がとられており労災医療が担保される。 

 また、労災保険の守備範囲は業務災害、通勤災害から産業保健面、精神保健面へと拡

大し、広域災害発生時には更にその範囲が伸長される。そして、就労者の健康管理とし

ての二次健康診断等給付も労災保険の中で重要な位置を占めている。 

 

―労災診療費など― 

 診療費の算定は、労災診療費算定基準に基づいて行われ健康保険診療報酬点数に準拠

した点数部分と労災保険独自の評価である特掲料金としての金額・点数表示の２つから

成り立っている。点数部分は１点単価１２円（非課税医療機関は１１円５０銭）で算定

し、手術、処置、リハビリテーションには四肢加算として、所定点数を１．５～２倍し

て算定することができる。 

 特掲料金は、初診料、再診料等、健康保険診療報酬とは別に料金が決められており、
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労災保険独自に決められている再診時療養指導管理料、手指機能回復指導加算、救急医

療管理加算などが算定できる。 

 また、再就労療養指導管理料、職業復帰訪問指導料、石綿疾患療養管理料、リハビリ

テーション情報提供加算、石綿疾患労災請求指導料、術中透視装置使用加算などが点数

請求できる。この他にも初診時ブラッシング料、固定用伸縮性包帯、頸椎固定用シーネ、

膝・足関節の創部固定帯、鎖骨固定帯も実費相当額を点数化して請求できる。さらに、

入院においては、入院基本料の入院の日から２週間以内の期間は、健保点数１．３倍と

急性期を特に評価し、１５日以降も健保点数の１．０１倍となる。労災治療計画加算と

して、治療計画書を入院後７日以内に交付・説明した場合の加算、一定の要件に該当し、

個室～４人部屋までに入院させた場合の入院室料加算、緊急入院のための病衣を貸与し

た場合の病衣貸与料などが請求できる。健康保険と比較して、労災の独自性を評価した

項目が多く設定されている。 

 

―労災診療費給付の流れ― 

 労災保険指定医療機関は、労災診療費を概ね毎月１０日前後までに都道府県労働局に

請求し診療費審査委員会の審査を経由して厚生労働省より支払われる。 

 労災保険案件としての給付に疑義ありとして、労災保険診療費が支払われないとの決

定がなされた場合、（公財）労災保険情報センター（ＲＩＣ）と契約している医療機関

では救済措置が受けられる。交通事故、自賠責保険等に絡んだ案件では、その補償の充

実度から従前より自賠責保険が優先的に取り扱われるべきものと考えられるが、労災保

険給付がなされた場合には労働局より損保会社等に求償される。 

 

―障害補償給付（障害等級の認定）について― 

 労災保険として一定期間治療後に症状固定（症状が安定し、医学上一般に認められた

医療を行っても医療効果が期待できなくなったとき）と認定された場合は、身体に障害

の残った労働者には、残存傷害の程度に応じて傷害補償給付が支給されるが、申請には

診療を担当した労災保険指定医療機関の担当医の後遺症診断書の添付が必要となるケ

ースによっては、地方労災医員が労働基準監督署において、対診後に意見書を記入し傷

害等級が決定され、補償一時金、年金等が給付される。また、この際に被災疾患等によ

り、アフターケアとして一定の保険上の措置等の必要性も認められる。 
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２）自賠責保険について 

 わが国における急激な自動車保有台数の増加、自動車普及社会の発展に伴い、交通事

故死傷者数の激増が社会問題化し交通事故の被害者救済・保護の必要性が強く求められ、

自動車損害賠償保障法が制定され、強制保険である自賠責保険が１９５６年に実施され

た。自賠責保険は、被害者保護・救済が主目的で、加害者の賠償責任要件が強化され被

害者の無過失責任に強く踏み込まれている。自賠責保険は、自動車保有者に加入が義務

付けられ、その保険料で運営されており、保険料率はノーロス・ノープロフィットの原

則のもとに適宜見直しが行われ、自賠責保険財源が確保されている。これらの事情より、

被害者に７割までの過失があっても支払い限度額まで保険金給付される。被害者に７割

以上の過失があれば支払限度額は２割減額、１０割過失では保険金は支払われない。こ

のように交通事故に起因した医療では対人賠償として自賠責保険が関与するが、場合に

より自動車任意保険、特に搭乗者傷害保険、人身傷害補償保険などが適用される。 

 自賠責保険に係わる診療報酬については、自動車損害賠償責任保険審議会（自賠責審

議会）が日本損害保険協会、自動車保険料率算定会（現在の損害保険料率算出機構）に

対して、日本医師会の協力を得て、自賠責保険診療費算定基準（以下、「新基準」とい

う。）を早期に設定するように求め、１９８９年（平成元年）６月に新基準が策定され

た。具体的内容は、現行の労災診療費算定基準に準拠し、薬剤など「モノ」については

１点単価１２円、技術料については２０％を加算した額を上限とされた。診療費の支払

については、自賠責保険のみの場合は請求書類受理日から２ヶ月以内、自賠責・任意保

険一括の場合は翌月末日までに支払うことを原則としているが、これは地域の実情に応

じて各地域で協議の上、決定している。この労災準拠方式による自賠責保険請求・支払

の新基準は、現在では４６都道府県において採用されているが、実際の診療費請求は

個々の医療機関の裁量に任され（手挙げ方式となっており）強制するものではない。 

 

―診療費請求の実際― 

 自賠責保険では、医療費の請求は被害者請求の利用が基本であり、被害者（患者）か

ら委任を受けた医療機関が、加害者が契約している自賠責保険の損害保険会社へ医療費

を請求し受領している。この請求も実際は、加害者の加入している損害保険会社へ自賠

責保険・任意保険を一括で請求している。それ故に、この加害者側損害保険会社との請

求支払契約関係が重要で、診療開始当初に明確にしておく必要がある。 

 

―自賠責保険をめぐる諸問題― 

 交通事故診療に係る診療費はあくまでも自由診療であり、自賠責保険、自動車任意保

険などが絡んできて、医療機関によって診療報酬の価額高低が問題化してきた。そこに

健康保険、労災保険などの診療費基準が存在するために如何にすべきかが協議され、結

果として４６都道府県において労災準拠方式が示され、公正取引委員会に抵触しない形

として医療側、支払側が認識している。ところが実情としては、診療報酬の安い健康保

険の診療報酬による請求を損害保険会社側が強要してくる場合があり、また、入院例で
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は自賠責保険の上限額を超える請求では任意保険に及ぶため、交通事故の過失割合が関

係して更に問題が複雑化してくる。また、健康保険には保険診療そのものについて種々

の制限が付随し、健康保険の保険者は交通事故診療は第三者行為として損害保険会社に

求償しなければならない。健康保険の保険診療費の患者一部負担金についても、診療の

都度支払うことが療養担当規則に規定されている。これらについては損害保険会社、医

療者との間で、長年にわたり未だ解決しがたい難問として存在し続けている。 

 それとともに、自賠責保険にも医業類似行為業者として柔道整復師、あん摩、はり・

きゅう業者などが参入し、医療機関での診療中途からの移動、復帰、後遺症認定診断書

発行などの複雑な問題が発生している。  

 

３）労災保険、自賠責保険の制度概要等についての周知 

 これまで労災保険、自賠責保険における制度概要について述べてきたが、とてもこれ

だけで全てを記述できたとは考えていない。 

制度概要の周知については、医療者並びにその関係者に限定した場合、労災診療研修

会、自賠責保険研修会などの周知する機会が従来からあったが、内容が医学的なものに

偏りがちで制度そのものの問題点にまで踏みこんでいなかった傾向がある。また、医療

者の中でも医学生、研修医への周知対策も勿論必要だが、彼等の立場・目線からすれば

他に研修、吸収しなければならない項目が多過ぎ、とてもこの方面にまでは及ばないの

が実情ではないか。 

 健康保険においては、「医科点数表の解釈」（青本）のような保険請求の聖書があり、

困った際には診療報酬の審査支払機関である社会保険診療報酬支払基金、国民健康保険

連合会、医師会などを問い合せ機関として利用している。 

 一方、労災保険では都道府県の労働局、労災保険情報センターが発行する「労災診療

費請求事務手引」、「労災診療費算定実務講座」などを参考にしつつ、不明点が生じた場

合は、労働局労災補償課などを活用するのが実情である。自賠責保険では、新基準にお

いては労災準拠が原則であり、労災の請求方式を参考にする。 

 このような現実的な医療者への周知、教育は必要であり、また、指導を行う行政では

無理であるので医師会側が唯一この業務を行える立場の者である。今後も様々な機会を

捉えて、医師会側が周知していくべきであり、その準備も必要と考える。 
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Ⅱ．労災保険に関して 

 

１．労災保険指定医療機関としての疾病予防に向けた取り組み 

              
 

１） 精神疾患に関して   

近年、精神疾患による労災補償認定申請が右肩上がりに増加している現状（表１参照）

に対して、国は職場におけるメンタルヘルス対策の推進を重要課題に挙げている。現在、

全国４７都道府県に メンタルヘルス対策支援センターが設置され、職場におけるメンタ

ルヘルス対策に関しての指導や相談に応じる体制は出来ているが、個々の治療等には介

入は出来ない状況にある。メンタルヘルス対策においては、メンタルヘルス不調者を如

何に早期発見出来るかが重要であるが、本人からメンタル不調を訴えて来るケースは少

ないとされている。多くの場合、体調不良を訴えて精神科以外の医療機関を受診し、身

体性疾患の存在が否定された後、メンタル不調が原因であると診断される。労災保険指

定医療機関ではメンタル不調が仕事や職場に原因がある場合には、休業や配置転換など

のアドバイスを求められるケースもある。軽症の場合は一般診療科でも対応されている

が、重症のケースでは専門医である精神科または心療内科への紹介となることが多いた

め、労働者のメンタルヘルスに理解のある精神科医の存在が不可欠である。近年、産業

医学振興財団による精神科医への産業医学教育が行われた結果、産業医学的知見を有す

る精神科医は増えている。こうした精神科医には労災保険指定医療機関の登録をして、

産業保健活動への積極的な参加を願うものである。 

職場のメンタルヘルス対策で往々にして難渋するのは職場復帰の問題であるが、そこ

には労災保険指定医療機関としての精神科医と事業場における産業医との連携が必要で

ある。平成２４年度の労災診療費算定基準の改正では、再就労療養指導管理料に「精神

疾患を主たる傷病とする場合」という区分が新設され、産業医と精神科医間で用いる指

導管理箋も用意されていることから、これを活用して連携に役立てることが望ましい。  

また精神科医は患者側の立場に沿った診断名を記載するケースが散見されるが、産業

医にとっては理解が難しい病名もあり、ICD-10 に立脚した病名を診断書に記載すること

が求められる。一方、産業医は職場における患者の問題点、立場、人間関係などの情報

を提供して、職場復帰に向けてのプログラム作りに協力すべきである。 

さらに、職業関連の疾病に対する診療の連携には、産業医や一般医にとっては労災病

院を紹介先とし易いため、労働者のメンタルヘルス障害についても全国全ての労災病院

に精神科または心療内科外来を設けて対応することが必要である。  

  そのほか、地域産業保健センターは従業員５０人未満の事業場の健康相談の場を提供

しているが、メンタルヘルスの相談員が不足している。労災指定を標榜する医療機関の

精神科医と心療内科医には、メンタルヘルス相談員として地域産業保健事業への協力が

望まれる。 
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２） 睡眠障害について   

交代勤務、深夜までの営業、自動車の運転業務等、不規則な睡眠にならざるを得ない

職種は少なくない。産業医あるいは労災保険指定医療機関は、労働者の睡眠障害が労災

事故の発生に繋がることのないように指導・対処しなければならない。ことに医療関係

者においては、医療事故を起こさないための医療安全の面から睡眠障害の問題は重要で

ある。  

また、入眠障害はうつ病の発生原因になり、中途覚醒はうつ病の結果であるといわれ、

労働者の睡眠の状態を把握することはメンタルヘルスにおいて重要な意味を持っている。 

さらに、運転業務を主として行う労働者では、常に睡眠時無呼吸症候群の可能性を念

頭に置き、日中に眠気や疲労感を訴える場合には検査を適宜施行すべきである。 

このほか、労働者の精神疾患としてはアルコール依存症、若年性アルツハイマー病な

どが挙げられるが、労災保険指定医療機関あるいは産業医としては、事業主と労働者お

よびその家族の間で円満な対応策が出せるように相談に応じて指導する必要がある。   
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[表１ 精神障害に係る労災請求・決定件数の推移]

請求件数 決定件数 支給決定件数

１ 決定件数は、当該年度内に業務上又は業務外いずれかの決定を行った件数で、当

該年度以前に請求があったものを含む。  

２ 支給決定件数は決定件数のうち「業務上」と認定した件数である 

（出所：厚生労働省ホームページより）
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３）脳・心臓疾患について  

「過労死」など脳・心臓疾患による労災支給決定件数が、平成２４年度は３３８件（前

年度比２８件の増）で３年連続増加した（表２参照）。このような過重業務に加えて、生

活習慣病を抱える労働者の増加、労働者の高齢化などを加味すると、脳・心臓疾患の労

災支給決定件数は今後増加することが予想され、労災保険指定医療機関への疾病予防に

向けた取り組みの必要性が高まっている。 
労働安全衛生法に基づく定期健康診断においても、高血圧や糖尿病、脂質代謝異常、

肥満などの有所見率は年々増加している（表３参照）。特定健康診査では腹囲とこれ以外

の１項目でも異常所見があれば特定保健指導等が給付されるのに対し、労災保険では定

期健康診断で行われる４項目（①血圧測定 ②血中脂質検査 ③血糖検査 ④腹囲の検

査または BMI（肥満度）測定）の「全てが異常の所見」と診断された場合に限り、二次

健診や特定保健指導を受けることができる（表４参照）。ただし、これらの定期健康診断

で異常なしと診断された項目について、産業医が就業環境などを総合的に勘案し異常が

認められると診断した場合には、産業医の意見を優先し、当該検査項目について異常所

見があるものと見なされる。しかし、この取扱いが十分現場に浸透しているとはいえず、

定期健康診断の結果４項目「全てが異常所見」でないと、一律対象外として扱われる事

例もあるようであり、現場に対して十分な周知を行うとともに、二次健康診断等給付の

指定医療機関は、定期健康診断での４項目「全てが異常の所見」の要件を満たさない事

例においても、脳・心臓疾患の症状を有すると診断した労働者に対して産業医と連携す

るか、あるいは自ら意見を述べて二次健診等を受診するよう勧奨すべきである。  
二次健康診断等の給付要件を緩和すれば、産業医の選任義務のない小規模事業所でも

二次健診受診率が上昇し、脳・心臓疾患による労災発生率の低下が期待できる。この場

合、費用は労災保険からの給付となり、財政基盤の弱い小規模事業所にとっても大きな

メリットとなる。また、二次健診受診率向上により地域産業保健センターとの連携も緊

密になり、地域医師会を中心とした小規模事業所における産業保健活動が推進されれば、

脳・心臓疾患による労働災害の発症を早期に防ぐことが可能と考える。 



 

10 
 

 
 
 

 
［表３ 定期健康診断実施結果・項目別有所見率の年次推移］ 

定期健康診断結果調（厚生労働省） 

※対象：常時 50 人以上の労働者を使用する事業者 

※労働安全衛生法に基づく定期健康診断の有所見率等 
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[表２ 脳・心臓疾患に係る労災請求・決定件数の推移]

請求件数 決定件数 支給決定件数

平
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年
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力
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）
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査

（
蛋
白
）

尿
検
査

心
電
図

有
所
見
率

２ 5.1 8.2 1.6 1.0 7.1 4.2 8.7 11.1 - 2.7 1.8 6.2 23.6

12 4.1 9.1 3.2 1.5 10.4 6.3 14.4 26.5 8.1 3.3 3.4 8.8 44.5

13 4.1 9.1 3.3 1.3 11.1 6.6 15.3 28.2 8.3 3.3 3.4 8.8 46.2

14 3.9 8.7 3.3 1.4 11.5 6.6 15.5 28.4 8.3 3.2 3.5 8.8 46.7

15 3.8 8.5 3.4 1.6 11.9 6.5 15.4 29.1 8.3 5.1 3.2 8.9 47.3

16 3.7 8.4 3.6 1.5 12.0 6.6 15.3 28.7 8.3 3.1 3.5 8.9 47.6

17 3.7 8.2 3.7 1.5 12.3 6.7 15.6 29.4 8.3 3.1 3.5 9.1 48.4

18 3.6 8.2 3.9 1.8 12.5 6.9 15.1 30.1 8.4 2.9 3.7 9.1 49.1

19 3.6 8.1 4.0 2.0 12.7 7.0 15.1 30.8 8.4 2.8 4.0 9.2 49.9

20 3.6 7.9 4.1 2.0 13.8 7.4 15.3 31.7 9.5 2.7 4.1 9.3 51.3

21 3.6 7.9 4.2 1.8 14.2 7.6 15.5 32.6 10.0 2.7 4.2 9.7 52.3

22 3.6 7.6 4.4 2.0 14.3 7.6 15.4 32.1 10.3 2.6 4.4 9.7 52.5

23 3.6 7.7 4.3 1.7 14.5 7.6 15.6 32.2 10.4 2.7 4.2 9.7 52.7

１ 決定件数は、当該年度内に業務上又は業務外いずれかの決定を行った件数で、 

当該年度以前に請求があったものを含む。  

２ 支給決定件数は決定件数のうち「業務上」と認定した件数である 

（出所：厚生労働省ホームページより）
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［表４ 二次健康診断等給付及び特定保健指導の比較］ 

 二次健康診断等給付（H13～） 特定保健指導（H20～） 

対象者 全ての労働者（年齢に関係なく） 40 歳～74 歳の被医療保険者 

実施主体 国 医療保険者 

実施場所 二次健康診断等給付医療機関（指定） 各保険者が契約する健診機関 

条件 定期健康診断等で行われた以下の検査に

ついて、いずれの項目にも異常の所見があ

る者 

①血圧の測定 

②リポ蛋白コレステロール（LDL コレステ

ロール）、高比重リポ蛋白コレステロー

ル（HDL コレステロール）または血清ト

リグリセライドの量の検査 

③血糖検査 

④腹囲の検査又は BMI の測定 

特定健康診査の結果、①の者であって、②

～④のいずれかに該当する者 

①腹囲：85cm 以上の男性若しくは 90cm 以

上の女性、又は腹囲が 85cm 未満の

男性若しくは90cm未満の女性であ

って BMI が 25 以上 

②血糖検査：空腹時血糖値が 100mg/dl 以

上又は HbA１ｃが 5.2%以上 

③中性脂肪の量：150mg/dl 以上 

HDL コレステロールの量：40mg/dl 未満

④血圧：収縮期血圧が 130mmHg 以上又は拡

張期血圧が 85mmHg 以上 

給付範囲 ・二次健診（脳血管、心臓の状態を把握す

るために必要な検査） 

・特定保健指導（栄養指導・運動指導・生

活指導） 

・特定健康診査（検査項目が全て一致する

場合は、定期健康診断により代用可能）

・特定保健指導 

費用 労災保険により全額給付 特定保健指導については、保険者によって

自己負担が発生 

 
４）癌と職場復帰について  

癌患者の長期生存を視野に入れれば、多くの癌患者が職場に復帰し労災保険指定医療

機関を受診することが予想される。労災保険指定医療機関においても、癌検診の受診率

向上や生活習慣指導などの予防活動を促進し、健康管理や復職に関するサポート体制を

強化する必要がある。特に肺癌や石綿、胆管癌など職業性に発癌リスクが高い職場に関

与している労災保険指定医療機関においては、産業医と綿密に連携した健康管理が期待

される。 
一方、働く癌患者と家族に対する就労支援への取組も必要である。産業医は患者や家

族との関わりも多く、就労支援に向けた働きかけの経験が豊富であるが、労災保険指定

医療機関においても同様の役割が期待される。今後、がん専門医のいる労災保険指定医

療機関への期待は大きくなることが予想され、産業医や職場と連携して休業から職場復

帰に向けた支援体制の構築に取り組む必要がある。 
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５）東京電力福島第一原子力発電所等における作業従事者への対応 

 

１．現状 

（１）原発作業員の健康支援および医療体制 

 平成２５年３月１８日、日本医師会労災・自賠責委員会は、東京電力福島第

一原子力発電所（以下「福島第一原発」という。）事故による作業従事者の健

康管理の現状を把握するため福島労働局、福島県医師会との懇談会を開催した。 

 以下は、福島労働局より確認できた事項である。 

 

①  国の関与 

福島第一原発における緊急作業に従事、または従事した者（以下「緊急作

業従事者」という。）に対する健康管理は、「指針1」に基づき、国が長期的に

管理することとなる。厚生労働省は、氏名などの個人識別情報や被ばく線量・

作業内容・健康診断結果・健康相談・保健指導の情報等をデータベースで管

理している。一方、緊急作業従事者以外の者（主に平成２３年１２月１６日

以降の作業従事者）については、通常の法令通りの健康管理体制となってい

る。つまり、作業従事者の健康管理については、電離則にしたがって事業主の責任

で行う。福島労働局では、そうした法令が遵守されているかどうか監督・指導して

いるとのことであった。 

 

②  医療・健康相談体制 

 日々の過酷な労働環境から起こる不安や体調面の不調については、常時対

応できる体制にあるとのことであった。福島第一原発内の「５/６ER」と原発か

ら約２０km離れた「Jビィレッジ」に、それぞれ医師１人・看護師２人が２４時間体

制で常駐しており、精神科医は月２回程度、防衛医大・愛媛大学・産業医大が交代

制で対応している。平成２４年度の相談実績は、延べ２６９人であったという。 

 

③  検診体制 

緊急作業従事者が、がん検診等を行える指定医療機関の状況については、

平成２５年２月１２日の時点で、２３医療機関が登録しているとのことであ

り、全国区では未だがん検診等ができる体制にないとのことである。 

労働局への放射線作業の労災保険請求については、事故前後を含めて、 

３件であるが、調査中のため認定に至っていない。 

 作業従事者は、現在も収束に向けて作業を続けており、作業中や作業後の

がん等検診の体制や長期的な健康管理体制については、国も手探りの状態で

あり明確な道筋が見えていないように感じられる。 

                                                  
1 「東京電力福島第一原子力発電所における緊急作業従事者等の健康の保持増進のための指針」平成 23 年

10 月 11 日公表 
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（２）原発作業従事者の被ばく管理  

①  被ばく線量 

 平成２５年７月に確定した東電の集計によると、福島第一原発で２０１１

年３月１１日の事故から同年１２月末までに働いた１万９５９２人の累積被

ばく線量は平均１２．１８mSvで、約５割にあたる９，６４０人が５mSv超の

被ばくをしていることが明らかとなっている2。 

 

 

②  被ばく線量管理体制 

緊急作業従事者について、厚生労働省は平成２３年１０月、東電や元請け

に対して健診結果の提出を義務づけ、データベースにして安全を長期的に管

理する仕組みを導入している。 

 

厚生労働省は、平成２５年８月９日、緊急作業従事者の長期的健康管理の

実施状況3を発表した。 

これによると、緊急作業従事者１万９３４６人のうち１万８８７４人    

（９７．６％）に登録証4が発行されている。また、緊急作業従事のうち被ば

く線量（実効線量）が５０mSvを超える「特定緊急作業従事者」に対する特殊

健康診断の実施率は９８．１％ 、一般健康診断は ９８．８％である（表５

参照）。 

緊急作業従事者に対する健康診断では、特殊健康診断結果のデータベース

登録率は７６．６％、一般健康診断結果は６４．１％（表６参照）であった。 

また、平成２３年１０月から１年間に年２回の健診を受けたうえ、国に結

果を提出しなければいけない対象者１万１９８０人のうち、東電社員の約    

１６％の３２８人、元請け作業員の約４０％の３，９６９人の分が提出され

ていなかった。実際に健診を受けていない人の数はわからないという。5 

 

  

                                                  
2 平成 25 年 7 月 5 日東京電力プレスリリース 

福島第一原子力発電所 内部被ばく線量再確認作業にともなう「被ばく線量の分布等」の修正につ

いて  
3平成 25 年 8 月 9 日厚生労働省報道発表 
「東京電力福島第一原子力発電所緊急作業従事者の長期的健康管理の実施状況について」 
 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000014777.html 
4 登録証とは…厚生労働省より、緊急作業従事者に対して、長期的健康管理システムにデータが登録されて

いることを証する「東電福島第一原発緊急作業従事者登録証」をいう。 
5 平成 25 年 8 月 10 日付朝日新聞 
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[表５ 特定緊急作業従事者に対する健康診断実施状況調査結果] 

（平成２３年１０月から平成２４年９月まで） 

          

 特殊健康診断 一般健康診断（特定検診） 

 東京電力 協力会社 合計 東京電力 協力会社 合計 

実施者数 

（人） 
517 165 682 517 170 687 

対象者数 

（人） 
519 176 695 519 176 695 

実施率 

（％） 
99.6 93.8 98.1 99.6 96.6 98.8 

（平成25年8月9日 厚生労働省報道発表資料より） 

 

[表６ 電離放射線特殊健康診断等結果に対するデータベース登録状況] 

（平成２３年１０月から平成２４年９月まで） 

            

 特殊健康診断 一般健康診断（特定検診） 

 東京電力 協力会社 合計 東京電力 協力会社 合計 

実施者数 

（人） 
1745 7427 9172 1742 5941 7683 

対象者数 

（人） 
2070 9910 11980 2070 9910 11980 

実施率 

（％） 
84.3 74.9 76.6 84.2 59.9 64.1 

（平成25年8月9日 厚生労働省報道発表資料より） 

 

 

２．今後の検討課題 

（１）緊急作業従事者から通常の作業従事者へ 

 緊急作業従事者等については、放射線の実効線量５０から１００mSv以下の

者、１００mSvを超える者は、「特定緊急作業従事者等被ばく線量等記録手帳

の交付を受けることができる6」こととなっている。他方、通常の放射線業務

作業従事者の被ばく線量等は、（公財）放射線影響協会の被ばく線量登録管理

                                                  
6東京電力福島第一原子力発電所における緊急作業従事者等の健康の保護増進のための指針（第

３ １の（4）） 

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120118-02.pdf  
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制度及び放射線管理手帳制度により記録される。また、健康診断等について

は、電離放射線障害防止規則に基づき実施されることとなる。 

 緊急作業従事者等に対しての健康管理体制は、①健康診断の実施、②健康

診断の結果、線量等管理実施状況報告書の国への報告義務、③がん検診・白

内障の検査の実施、④健康相談や保健指導等のサービスの提供、⑤検査の費

用の全部又は一部の援助等であるが、緊急時以外の作業従事者等（除染作業

員等含む）には健康診断以外にここまでの手厚い健康管理体制は無い。 

 

（２）放射線管理手帳と健康管理手帳の一元化の必要性 

 原爆医療法、被爆者援護法が広島・長崎の被ばく者を救済してきた。今回

の福島第一原発事故を受けて、緊急作業従事者に対しては厚生労働省が健康

手帳を交付し、データを管理することとなった。それ以外の原発事故関連作

業従事者に対しては、事業主の管理責任となっており、行政は監督指導する

だけである。これらの作業従事者の生涯被ばく線量、積算量、健康状態を長

期間、一元的に管理する新たな制度が必要であると考える。 

 原発事故関連の作業を行った作業従事者が、離職後、再従事することを繰

り返すような場合でも、作業従事者の雇用状況が事業主に確認できるような

一貫した健康管理が可能なものにすべきである。 

 福島第一原発の収束作業に従事した全労働者はもとより、全ての放射線業

務従事者及び除染等業務従事者、特定線量下業務従事者であったものに「健

康管理手帳」を交付し、在職中および離職後の健康診断等を保障する制度の

早急な構築が必要である。 

 

（３）政府の強制力をもった生涯健康管理の必要性 

 前述の表６に示されたように、データベース登録率が低いという実態が明

らかにされた。この原因の１つとして指針の中で、事業者は放射線の実効線

量５０から１００mSv以下の者、１００mSvを超える者の検査を実施するとし

ながら、当該労働者が受診を希望しない場合にはこの限りではない、といっ

た記述が見られ、検査実施は事業主任せで行うことが前提となっている点に

あると考えられる。検査データは、長期的な健康管理への活用はもちろんの

こと、疫学的研究においても非常に重要になるであろう。したがって、全作

業従事者の定期検査、健診は、国が強制力をもって実施すべきであると考え

る。 

  

（４）がん検診等に係る指定医療機関の不足 

 緊急作業従事者等のがん検診等に係る指定医療機関については、全国で２

３件の病院しか登録されていない。被災県、その周辺自治体の秋田、宮城、
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福島、埼玉、東京では登録医療機関は１件もない7。下請け等により福島県外

から出向した事業者、作業従事者に対して、各県で早急に登録医療機関を増

やしていくべきであろう。 

 

３．まとめ 

  福島第一原発事故において原子炉が冷温停止状態に至ったことを受け、    

平成２３年１２月１６日、当時の野田佳彦首相は事故収束宣言を行い、以降の

作業従事者は通常の法令即ち、電離放射線障害防止規則に従い、事業主の管理

責任のもと健康管理等を行うことになっていっているが、原子力災害対策本部

は、原子力災害対策特別措置法に基づき設置されたままであり、対策本部解散

の基準となる原子力緊急事態解除宣言はいまだに出されていない。さらに、    

平成２５年３月１３日、衆院予算委員会で安倍晋三首相は、野田佳彦前政権が

平成２３年１２月に表明した原発事故の「収束宣言」に関し「地域の話を聞け

ば政府として収束といえる状況にない。安倍政権として収束という言葉を使わ

ない」と述べ、事実上撤回する考えを示した。 

平成２３年３月１１日から現在に至るまで東電福島第一原発とその周辺の放

射線量はいまだ高く、極めて異常な事態であるといえる。汚染水周辺では、人

が近づくことができないほどの高い放射線量を示している。このような状況で

今後も作業従事者を、広島・長崎と同様に生涯、支援し救済していく体制の構

築が将来的に必要であると考える。 

 

  

                                                  
7 平成２５年３月１８日福島労働局との懇談会にて確認 
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２．労災診療費算定基準  

 

労災診療費の審査の在り方 

 

１）再審査請求について 

平成２２年１月に日本医師会、労災・自賠責委員会がまとめた答申において、労災診

療費の審査に係る問題として、「労災保険指定医療機関の診療費の請求については、審

査委員会等の決定が全てであり、健康保険のような再審査請求のシステム化が不十分で

あるため、医療機関の請求理由について訴える機会がない」ことが挙げられており、一

方的に審査委員会の決定を通知する方法から、医療機関の主張を聞き入れ、再審査請求

を可能とするシステムへ改善することが課題であるとの提言がなされていたが、今回の

アンケート結果では、全国、すべての地域で再審査が行われているとの結果が出ている。

（詳細については、46 ページ アンケート調査概要版「２．労災指定医療機関から申

し立てがあった場合の対応について」を参照） 

現場の医療は微妙な不確定要素の多い領域であり、一律の基準に厳密にしばられるも

のではない。したがって、難しい症例については、不服申し立てや再審査が行われるの

は当然のことである。この点につき各地で公正が保たれるよう、様々に工夫され改善さ

れてきたことが伺われる。 
しかし、厚生労働省より、送付されてくる審査結果は、依然として昔のままであり、

非常に簡単で診療側にはどこが、どのような理由で査定されたのか分からない。 
今後、ぜひ是正されるべき問題であり、要望される点である。 

 

２）会計検査院の指摘について 

近年、各都道府県において、既に労災診療費の審査が確定された請求内容について、

会計検査院の指摘に基づく労災診療費の返還請求が行われることが多くなっているが、

明らかに算定要件を満たさないものを除き、個々の事例について、医学的妥当性を判断

した審査委員会の決定を尊重すべきである。 
また、会計検査院の指摘事項については、厚生労働省より全国の診療費審査委員会に、

その情報を周知（フィードバック）することも必要であろう。 
（詳細については、48 ページ アンケート調査概要版「Ⅱ．会計検査院の指摘に対す

る対応について」を参照） 
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３）診療費審査委員会について 

平成２４年より労災保険情報センター（ＲＩＣ）による労災診療費の事務的な事前点

検が廃止され、国が主体となって運営する本来の形になったことは適切なことである。 
労災診療費の審査に関しては、医学的判断が必要なことは言うまでもなく、今後の運

営においても都道府県医師会等の役割が非常に重要である。  

また、各地の診療費審査委員会における公正な審査のためには、情報の共有が必要で

あり、診療費審査委員会の全国連絡会の開催等が望まれる。 
 

 

４）労災レセプト電算処理システムについて 

労災レセプト電算処理システムについては、平成２５年３月に取りまとめられた「労

災診療費のレセプト審査事務に関する検討会」の報告書において、労災診療費のレセプ

ト審査事務における業務改善の５項目中の第一に「電子レセプト請求の計画的な普及促

進を図り、労災レセプト電算処理システムを活用すること」を挙げている。 
 さらに、厚生労働省においては、予算効率の高い簡素な行政体制の構築を目標とし、

①業務の効率化・合理化、②利用者の利便性の維持・向上、③安全性・信頼性の確保、

④経費節減等を基本理念とする「労災保険給付業務の業務・システム最適化計画」（平

成２３年３月３０日改正）を策定している。 
 この最適化計画では、年間３１億円程度（試算値）の経費削減、年間延べ     

３万５６２７人日（試算値）分の業務処理時間の短縮及び年間延べ２万２５５８人日（試

算値）分の非常勤職員の業務処理時間の短縮を行うこととしている。 
 これはあくまで行政上の効率化、合理化の目標であって、個々の医療機関の効率化、

合理化のことではない。 
さらに、労災保険指定医療機関等が労災診療費の電子レセプト請求を行うには、シス

テム機器やソフトウェア導入のために経済的な負担が生じるが、これに対しては、現時

点で具体的な方策の提示はされていない。すなわち労災レセプト電算処理システムは、

厚生労働省のメリットばかりで、医療機関側には何のために行うのか不可解である。 
いずれにしても労災レセプト電算処理システムは、労災保険指定医療機関がそれぞれ

自由に採用するか否かを選択して進めていく手挙げ方式であり、普及するにはかなりの

時間が必要と考えられるが、今後のオンライン化の動向を注意深く見なければならない。 
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３．労災かくし  

 

「労災かくし」については、長年にわたって行政や医師会で議論され、対策も打ち出さ

れてきてはいるが、明確な解決方法が見出されてはいないのが現状である。厚生労働省も

「労災かくしは犯罪です」とのキャッチフレーズでポスター及びリーフレット、さらに厚

生労働省のホームページで事業者、労働者はもとより広く一般に対して労災かくしの排除

に向けて周知、啓発に努めてきている。 

 労災かくしとは、「労働者死傷病報告を故意に提出しないこと」又は「労働者死傷病報

告に虚偽の内容を記載して所轄労働基準監督署に提出すること」を言う。 

 このような労災かくしは、適正な労災保険給付に悪影響を与えるばかりでなく、労働災

害の被災者に犠牲を強いて自己の利益を優先する行為であり、労働安全衛生法第１００条

及び第１２０条に違反し検察庁へ送検された件数は平成１０年で７９件であったが、     

平成２０年には１４８件と増加。その後、少し減少したにもかかわらず平成２４年には     

１３２件と増加傾向を示してきている。（表７参照） 

 

[表７ 「労災かくし」による検察庁への送検件数の推移] 

年 平成 

10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 18 年 19 年 

件数 79 74 91 126 97 132 132 115 138 140 

年 平成 

20 年 21 年 22 年 23 年 24 年

件数 148 102 99 111 132 

（ 出所：厚生労働省より ） 
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事業主が労災かくしを行った場合の最大の被害者は、事故に被災した労働者である。労

災保険による適正な給付が行われず、医療費の自己負担が生じ、休業補償も低く、後遺障

害に対する補償もない。（表８参照） 

 

[表８] 

 労災保険が適用された場合 労災かくしとなった場合 

治 療 費 全額保険給付 一部負担又は全額負担 

休業補償給付 

① 平均賃金の 60％  

② 休業特別支給金として更に

20％加算。 

合計（①+②）80％ 

無給又は健保で 60％ 

後遺症等の保障 あり なし 

死亡時の遺族への保障 あり なし 

  

労災かくしの原因としては、一つにメリット制がある。 

 労災保険における保険料は、業種別に災害発生頻度に差があることから事業主間の保険

料負担の公平を期すため災害率等に応じて保険料が定められている。事業主が災害防止努

力をして、労災事故を減少させることで労災保険料は最大４０％の範囲で減額されるが、

事故が多いと最大４０％の範囲で増額となる制度である。本来は災害防止努力を促すため

のメリット制が、労働災害が発生すると保険料が増えるという認識を事業主が持つことと

なり、その結果、労働災害をかくすということにつながっていると思われる。 

 公共事業では、労働災害が発生した事業主は国、都道府県、市区町村などの発注者から

指名停止処分を受けることがあるため、労災かくしをすることがあると思われる。労働基

準法第８７条により元請業者は下請業者や孫請業者の起こした災害も元請業者の災害と

なるため虚偽の報告を行わせたり、逆に下請業者が今後、元請業者から仕事が来なくなる

ことを恐れて事故をかくすことがある。 

 「労災かくし」対策として、厚生労働省は平成３年１２月５日、都道府県労働基準局長

に対し「いわゆる労災かくしの排除について」と発出し、その後平成１３年、平成１４年

と労災かくしに関する通達を出している。その内容はポスターやリーフレットによる事業

主、労働者等に対する周知、啓発、厚生労働省ホームページや都道府県及び市町村の広報

誌による周知、啓発、労災防止指導員の活用による労災かくしの排除などである。 

当然、医療機関に対しては、被災労働者に対して労災保険の請求を労働基準監督署に相

談するよう勧奨するように促し、事業団体や都道府県社会保険労務士会等への協力要請も

行い、公共建設工事における労災かくしを排除するため、公共工事発注機関にも施工業者

を指導するよう要請している。 

 労災かくしの実態として、労災かくしの半数以上を占めているのは建設業である。建設

業にたずさわる労働者に、仕事上の災害は労災保険を使用し健康保険は本来使えないこと
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を周知、徹底させるようにすることが重要である。事業者には、労働災害を報告しやすい

環境作りにつとめてもらうとともに、現場で起きた災害をすぐに支店、本店に連絡するシ

ステム作りに努めてもらうことが大切である。日医はじめ各医師会も会員に対して労災か

くしの現状をしっかりと認識してもらい、日常診療の中で患者の疾病が労災であることが

明らかになった場合には、労災申請するように伝える義務があると思われる。労災の法律

ではこれ以上の規定がないが、健康保険法では労働災害であることを知りながら健康保険

で治療すると不正請求となり、悪質な場合は 6 ヶ月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金と

なることを充分認識しておく必要がある。 

 今後は、労災かくしの原因としてメリット制の影響が大きいため、制度の見直しを求め

る必要がある。具体的には、軽度の傷病については災害率算出の対象としない。事業主が

労働安全衛生法を遵守していて、単なる労働者のうっかりミスで発生した労災事故に関し

てはメリット制の対象から外すことが必要である。 

 最近多い通勤災害については、事業所以外で起きた災害であり、事業者責任に問われる

ことがなく、メリット制から外れることも周知させておく必要がある。今後は労災事務手

続きと書類の簡素化をはかり、労働災害には労災保険を使用するのが当り前となる環境作

りを厚生労働省ばかりではなく、被災者を実際に診療している我々医療関係者も協力して

いかなくてはならないと考える。  
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Ⅲ．自賠責保険に関して 
 

１．交通事故診療に係る問題点とその対応 

 

１－１ 健康保険使用に係る問題と自賠責保険診療費算定基準（新基準） 

 

１）はじめに 

昭和５９年、大蔵大臣（当時）の諮問を受けた自動車損害賠償責任保険審議会は「新

たな診療報酬基準案を早期に設定することが肝要である」と答申した。これを受けて、

日本損害保険協会および自動車保険料率算定会（当時）は、日本医師会の協力を得て

数十回に及ぶ協議を重ねた末、「自賠責保険診療費算定基準（以下、「新基準」という）。」

を策定した。 

平成元年６月、日本医師会は各都道府県医師会にその基準案を示し、ここに新基準

がスタートした。 

新基準は、自賠責診療費の請求基準であると共に、診療費の請求・支払に関する周

辺問題の解決を図るという役割も担っているが、策定から既に四半世紀を経過しよう

としている現在も尚、健康保険使用に係る問題、トラブルは後を絶たない。平成２３

年、本委員会が行った「交通事故診療に係わる健保使用問題に関する調査（以下、「ア

ンケート調査」という。）においても、健保使用について会員から多くの苦情が挙げら

れた。 

ここでは、健保使用の現状に触れるとともに、これまでに関係省庁・団体から出さ

れた通知、見解等を整理して、今後日本医師会として新基準優先の立場を主張してい

くための参考としたい。 

 

２）健保使用の現況 

  ①健保使用率 

損害保険料率算出機構発行「自動車保険の概況 平成２４年度」によれば、社会保

険利用率は平成２１年度１０．７％、平成２２年度１０．６％、平成２３年度         

１０．５％と、約１１％である。医療機関別には示されていない。 

アンケート調査では、健保使用率は全体で１９．９％、損害保険料率算出機構発

表データの約２倍である。診療所１０．８％、病院２３．６％、外来、入院別では、

外来１７．２％、入院５８．１％であった。 

全体としては約２０％の患者が健保を使用しているが、治療費が高額となる入院

患者については５８％、１/２以上が健保を使用している。 

入院の大部分は自賠責保険の限度額を超えるであろうから、治療費を支払う相手

が任意保険に加入していない場合は、加害者、被害者双方の負担を軽減するために

も、自賠責保険の限度額を超えた分については健康保険を使うことも納得できる。
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しかし、相手が任意の対人賠償保険に加入しておれば、自賠責限度額を超える分は

これで支払われるので、健康保険を使わなくても加害者に負担の生じることはない。

被害者（患者）本人に過失のあるときは、その過失割合に応じて負担が生じるが、

これは、本人が後述の人身傷害補償保険に加入しておれば、これで過失相当分は補

償されるので被害者にも負担はない。自家用乗用車の対人賠償保険普及率は         

７８．２％、保険金額は無制限が９９．８％（平成２３年度、自動車保険の概況）

であり、人身傷害補償保険は現在殆どの自動車保険にセットされている。したがっ

て、相手が対人賠償保険に加入しており、本人が人身傷害補償保険に加入している

場合は、入院のように治療費が高額になる場合でも、加害者、被害者双方に負担は

生じないので健康保険を使用する必要はない。 

 

②患者が健保使用を求めるに到った経緯 

アンケート調査では、加害者が加入する損保会社からの要望、指示５７．３％、

本人が加入する損保会社からの要望、指示２４．６％、あわせて約８０％であった。 

健保使用は医療機関、損保会社双方が、患者にとってのメリット、デメリットを

充分説明し、患者自身の意思によって決められなければならない。 
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３）関係省庁・団体から出された関連文書 

① 厚生省保険局保険課長・国民健康保険課長より各都道府県民生主管部（局）長宛 

通知 昭 43.10.12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損保会社が健保使用を勧める拠り所となっているが、これは、新基準策定よりも

２０年以上前のもので、交通事故に特化された算定基準の設定は想定されていない。

そもそも、本通知は交通事故診療であっても健康保険が利用できるということを示

しているものであり、交通事故診療において、健康保険を利用すべきであるという

ことではない。 

 

② 日本医師会法制部見解 第 11 回全理事会検討事項 昭 43.12.10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「健康保険及び国民健康保険の自動車損害賠償責任保険等に対する求償事務の

取扱いについて」 

（中略）自動車損害賠償保障法の規定に基づく自動車損害賠償責任保険等に対す

る保険者の求償事務を下記により取扱うこととしたので、今後、この通知によるよ

う保険者に対し、必要な指導を行われたい。 

 なお、最近、自動車による保険事故については、保険給付が行われないとの誤解

が被保険者等の一部にあるようであるが、いうまでもなく、自動車による保険事故

も一般の保険事故と何ら変わりがなく、保険給付の対象となるものであるので、こ

の点について誤解のないように住民、医療機関等に周知を図るとともに、保険者が

被保険者に対して十分理解させるよう指導されたい。（以下省略） 

「健保法と自賠法との関係について」 

-自賠法でいくか、健保法でいくかを被害者の自由選択に委ねる取扱いは妥当か- 

（中略）現行法の下での解釈論として、一般に、損害賠償がとれないか、又は著し

く困難なときにはじめて健保法が適用されると解し、少くとも自動車事故の場合に

は自賠法が優先して適用されると解するのが妥当であるといえよう。 

（以下省略） 
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③ 自動車損害賠償責任保険審議会会長より大蔵大臣（当時）宛 答申 昭 59.12.19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 日本医師会長より都道府県医師会長宛通知 日医発第 221 号（保 41）平元.6.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２年６月１日栃木県の実施を嚆矢として、平成１５年までに４５都道府県で

実施され、平成２５年岡山県が実施、残るは山梨県一県となった。現在山梨県にも

採用の気運があり、間もなく全都道府県で新基準が実施されることとなる。 

その時こそ、自動車損害賠償責任保険審議会のいう、算定基準としての制度化を

検討する時期である。 

 

⑤ －１東京海上火災保険株式会社 約款第 14 条（10）（人身傷害補償保険）平 10.10 

 

 

 

 

 

 

「自動車損害賠償責任保険審議会答申」（中略） 
３．責任保険制度の改善（中略） 
（１）医療費支払の適正化（中略） 
ハ.自算会及び損保協会において、日本医師会の協力を得つつ、医療費統計等を参

考に責任保険についての診療報酬基準案を作成し、医療機関等の医療費請求及び

自算会調査事務所等での医療費調査の基準とする。 

ニ.日本医師会に対して、上記診療報酬基準案による医療費請求が行われるよう各

地区医師会への徹底を図ることを依頼する。同時に、自算会調査事務所及び損保

協会地方委員会より、各地区医師会に対して基準案により請求を行うことを要請

する。 

ホ.診療報酬基準案が全国的に浸透し、定着化した段階で算定基準としての制度化

を図る。（以下省略） 

「自賠責保険の診療費算定基準の設定について」 

（中略） 
１．自動車保険の診療費については、現行労災保険診療費算定基準に準拠し、薬剤

等「モノ」についてはその単価を１２円とし、その他の技術料についてはこれ

に２０％を加算した額を上限とする。 
２．ただし、これは個々の医療機関が現に請求し、支払いを受けている診療費の水

準を引き上げる主旨のものではない。（以下省略） 

TAP 普通保険約款一般条項 第１４条（事故発生時の義務） 

(中略) 

（10）人身傷害補償条項第１条（当会社の支払責任）第１項に規定する人身傷害事

故の場合において、傷害の治療を受けるに際しては、公的制度の利用等により費用

の軽減につとめること。（以下省略） 
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日医、東京海上火災保険（株）と協議 

 

⑤ －２東京海上火災保険株式会社より日本医師会宛 平 11.5.21 

   

 

 

 

 

 

 

⑥ 日本医師会より都道府県医師会宛通知（保 38）平 11.5.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

人身傷害補償保険に加入しておれば、相手の対人賠償保険で治療を受ける時、自

分の負担となる過失相当分がこれで補償される。東京海上火災保険（株）に続いて

各社から一斉に発売されたが、今は自動車保険（任意）にセットされているのが一

般的である。しかし、どの会社の約款にも必ず「治療を受ける場合には、健康保険

等の公的制度をご利用ください」、中には、「公的制度の利用等により費用の軽減に

努めなければなりません」といった、健保使用を義務付けるような条文が入ってい

る。 

交通事故診療における健保使用が常に問題となっている中で、日医と協議するこ

となくこのような文言を一方的に約款に盛るということは甚だ非紳士的であるとい

わざるを得ない。結局、日医と東京海上火災との折衝の結果、公的保険を強要する

ものではないことを確約し、従来通り扱うことを各社とも了承している。 

 

ご照会いただいた「TAP」の人身傷害補償保険（普通保険約款一般条項第１４条（10）

号）の規定は下記のように運用いたします。 

記 
１． 自賠責保険に係わる案件については従来と同様の取り扱いとする。 
２． その旨の社内徹底を図る。 

「東京海上火災（株）の「TAP」の人身傷害補償保険（普通保険約款一般条項第１４

条(10)号）」の運用について」 

（中略） 
約款を改正することは出来ませんでしたが、公的保険を強要するものではないとの

確約をしました。その結果を文書にして「従前どおり取り扱う」としました。 

（以下省略） 
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⑦ 平成 16・17 年度日医労災・自賠責委員会作成リーフレット（答申に掲載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１６・１７年度労災・自賠責委員会答申に掲載され、各都道府県医師会に送

付された。 

しかし、アンケート調査では、「リーフレットについて知らなかったが今後活用し

たい」と答えた医療機関が約５０％であった。さらなる周知徹底が望まれる。 

 

⑧ 平成 20・21 年度日医労災・自賠責委員会作成リーフレット（答申に掲載） 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 20・21 年度労災・自賠責委員会答申に掲載され、各都道府県医師会に送付さ

れた。 

 

  

「交通事故診療において健康保険を利用する場合の注意事項」 

（中略）交通事故に係る診療においては、保険制度の目的等を勘案し、自動車専用

の保険を利用するのが患者さんにとって最善であると考えます。 

（中略）しかしながら、何らかの理由により、健康保険での診療を患者さん自身が

希望される場合には、健康保険証を医療機関窓口に提示することで健康保険による

診療が可能になります。（患者さん以外の第三者の都合や意向で健康保険の利用を強

要されてはなりません。）（以下省略）

「交通事故診療における人身傷害補償保険の利用に関する注意事項」 

（中略）平成 11 年 5 月 21 日、日本医師会と東京海上火災保険株式会社は、人身傷

害補償保険の約款にある努力規定の取り扱いについて、公的保険の使用を強要する

ものではないとの確約をし、「１．自賠責保険に関わる案件については従来と同様の

取り扱いとする。」、「２．その旨の社内徹底を図る。」旨の文書を交わしたという経

緯があります。（以下省略） 
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⑨ 厚生労働省保険局保険課より日本医師会宛通知 平 23.8.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

平成２３年３月２５日の閣議決定「第２次犯罪被害者等基本計画」に基づいて、

厚生労働省保険局より発出された通知であるが、通知前段の「医療保険給付に加害

者の誓約書は必要でない」云々は閣議決定にあるものの、後段の「医療保険と自賠

責保険の給付の関係について」は閣議決定では触れていない。速やかに保険金が支

払われなくて、被保険者に負担のかかることのないように、保険会社を指導すべき

である。 

閣議決定になかった事項をわざわざ書き加えた意図は何か、甚だ理解に苦しむ通

知である。 

 

⑩ 日本医師会より都道府県医師会宛通知（保 126）平 23.8.23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「犯罪被害や自動車事故等による傷病の保険給付の取扱いについて」 

（中略） 

保険者の中には、犯罪による被害者が保険診療を求めた場合、加害者に損害賠償誓

約書を求めるところもあるが、こうした誓約書は医療保険の給付に必要な条件では

ない。 

（中略） 

医療保険の給付と自賠責保険による給付の関係については、自動車事故による被害

の賠償は自賠法では加害者が加入する自賠責保険によってその限度額まで補償を受

けることになっている。・・・加害者が自賠責保険に加入していても、速やかに保険

金が支払われなくて被保険者に一時的に重い医療費の負担が生じることがあり、こ

のような場合、医療保険の利用を妨げられないようにする必要がある。 

（以下省略） 

「犯罪被害や自動車事故等による傷病の保険給付の取扱いについて」 

（中略） 

なお、本取扱いにつきましては、第三者行為を原因とする自動車事故等の場合にお

きましても同様の取り扱いとなりますが、本来、自動車事故等による被害を受けた

場合、一義的には被害者は自動車事故等による被害者救済を目的とした自動車損害

賠償保障法（自賠法）に基づく自動車損害賠償責任保険（自賠責保険）によって保

障を受けるものであり、その点につきましては厚生労働省担当部局に確認済みであ

ります。 
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４）厚生労働省アフターサービス推進室の動きについて 

 アフターサービス推進室は、厚生労働省の制度や事業が本来の目的通り機能してい

るかどうかを調査・分析し、改善に結びつけることを目的として、平成２２年９月、厚

生労働省内に設置された。 

その活動報告として、「第三者行為による傷病治療における健康保険の利用状況調

査報告8」がある。そこには、課題として次の二つが挙げられている。 

 

 

 

 

 

第三者行為による傷病にも健康保険が使用できることは医療機関も十分理解してい

る。その一方で、自動車損害賠償責任保険審議会の答申に基づいて策定された交通事

故患者治療費の算定基準（新基準）がある。これは交通事故患者治療に特化されたも

のであるから、医療機関が先ずこの基準を優先して適用すべきと考えるのは当然であ

る。 

それも、被害者、加害者の立場、任意保険への加入状況等を十分考慮した上でのこ

とで、健保を利用しなければ被害者あるいは加害者に過大な負担が掛るような場合に

は、決して健保使用を拒むものではない。 

 

 

 

 

 

 

健保を使用した際、健保の保険者から損保会社へ確実に求償が行われないと、本来

支払うべき治療費の全額が損保会社の利益となり、その分、健保財政を圧迫すること

になることから、当委員会としても、かねてより折に触れて求償の徹底を呼びかけて

いるところである。 

第三者行為による傷病届（以下、「第三者行為届」という。）は求償のための第一

の手掛かりであるから、この課題への対策として損保会社に働きかけ、損保会社が提

出を代行することにより、届け出を確実にするシステムに変更されたことは評価に値

する。 

これを受けて、平成２５年４月１日より健康保険組合連合会（以下、「健保連」と

いう。）と損保協会、外国損保協会との間で第三者行為届を損保各社が代行すること

への取決めを締結し、実施されている。 

                                                  
8第三者行為による傷病治療における健康保険の利用状況調査報告 
http://www.mhlw.go.jp/iken/after-service-vol11.html 
 

① 第三者行為による傷病の健康保険の利用上の課題 

  （1）保険医療機関が健康保険等の利用に消極的なこと 

  （2）自賠責保険（共済）があるため、医療費の抑制が働かないこと 

   （以下省略） 

② 健康保険の保険者の求償漏れが発生する原因 

  （1）「第三者行為による傷病届」が確実に提出されていないこと 

  （2）健康保険の保険者の中には求償に消極的なところがあること 

   （以下省略） 
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健保組合は、健保加入の被保険者に対する周知のため、パンフレットを製作して、

第三者行為届その他、健保使用上の手続きの案内をしているが、その内容は、「交通

事故でも健康保険が使えます！」として、「自由診療ではその費用は保険診療よりも

一般的に割高となり、被害者に過失がある時は治療費も過失相殺の対象となるので治

療費が高額だと被害者の負担も大きくなる。保険診療により治療費が低額に抑えられ

れば、被害者の負担も軽く済み、健保使用は被害者救済、加害者救済双方の面でメリ

ットがあるといえる。」と、健保使用を勧める記載がある。 

自動車事故診療費算定のために新基準があること、保険診療には各種の制限がある

こと、任意の対人賠償保険、人身傷害補償保険に加入しておれば治療費が割高になっ

ても、過失相殺が生じても加害者、被害者ともに負担は掛らないこと等を認識した上

で書かれたものだろうか。 

今でさえ一部の健保組合からは、「求償には大変な手間暇がかかるので充分な対応

はできない」という声があるなかで、俄かに健保連が健保使用に積極的な態度を示す

に至った理由は何か、理解に苦しむ。 

 

５）健保使用問題を前進させるために    

繰返しになるが、新基準は日本医師会、日本損害保険協会、自動車保険料率算定会

（当時）の三者が膨大なエネルギーを費やして策定し、合意した自動車事故診療費算

定のための基準であり、内容は同じ災害医療である労災診療費算定基準に準じた、極

めてリーズナブルなものである。先ず、この点を医師会員、損保会社社員双方が改め

て再認識する必要がある。 

   自動車事故の補償には、自賠責を含む自動車保険を充て、診療費の算定には新基準

を適用するのが基本であり、健保を使用するのは、何らかの理由があって患者がそれ

を希望する時のみである。 

   損保会社が健保使用を勧める理由の一つに、治療費に多くを費やすと慰謝料などの

自分の取り分が減少するとか、自賠責の限度額を超えると自分の過失相当額を負担し

なければならないなど金銭的なことがある。しかし、自賠責の限度額を超えても医療

費も慰謝料も相手の任意保険から支払われるし、過失相当分は自分の任意保険の人身

傷害補償保険で支払われる。 

したがって、加害者、被害者双方が任意保険の契約をしておれば、共に不利益は生

じないので費用を抑えることを目的に健康保険を使う必要はない。 

そこで、医療機関としては診療開始に当たって、被害者、加害者双方に交通事故診

療費の算定基準（新基準）が設定されていることを説明した上で、任意保険加入の有

無を確認することが大切である。健康保険の使用を求められた時は、その理由を聞き、

それが的を得ていなければその旨を正しく伝えなければならない。 

しかし、診療費に関して先に当事者と接触するのはいつも損保会社である。先に会

社の言い分を聞いている患者に、それとは異なる内容の説明をすることになれば、納

得してもらうことが困難な場合も多い。治療には患者との信頼関係が重要であるから、
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医療機関としては余り強い主張もできないし、診療の合間を縫っての説明に余り多く

の時間を割くこともできないのが実情である。 

 

６）新基準の制度化 

健保使用に関するトラブルが後を絶たないのは、「患者の希望による」という建前

だけがあって、健保使用についての明確な規定がない点にある。医師会と損保協会と

が夫々自分の主張を繰り返しているだけでは、この問題はいつまでも解決されない。 

間もなく山梨県が新基準の採用に踏み切れば、全都道府県で実施されることになる。 

その時こそ、昭和５９年の自動車損害賠償責任保険審議会答申に明記されている、

「算定基準としての制度化」に踏み込む時であり、自動車事故診療費算定のために設

定された新基準の位置付けを明確にして、轢き逃げ事故、保険未加入車事故、その他

の健康保険使用の条件を可能な限り細部に渡って明文化するべきである。 

制度化には、厚生労働省、国土交通省、金融庁等関係省庁との綿密な折衝と、医師

会としての充分な準備が必要である。 

大変な困難が予想されるが、新基準の円滑且つ適切な運用のために、なるべく早期

に「新基準制度化のための検討」に入るべきである。 
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１－２ 物損事故に対する保険金支払い 

 

（１）現状 

警察庁の交通事故統計によると、交通事故の発生状況は、発生件数、死者数、負傷者数

ともに年々減少傾向にあるにも関わらず、その一方で、事故率（自賠責の保険金支払いの

対象になった事故の率）は、平成 20 年度までは減少傾向で推移していたものが、21 年度

以降は増加傾向に転じていると報告されている。（第 130 回 自動車損害賠償責任保険審

議会：平成 24 年 1 月 31 日） 

その理由として、交通事故負傷者数には反映されない、いわゆる物損事故扱いとして処

理された事故において生じた傷害に自賠責の支払いが行われている件数が近年増加して

おり、全体の３割弱を占める水準となっているためであると説明された。（損害保険料率

算出機構専務理事 鈴木雅己委員） 

 

（２）問題点 

自賠責保険は自動車損害賠償保障法に基づき、全ての車両保有者に加入が義務づけられ

ている対人賠償保険であり、人身事故時の被害者救済のための保険で、物損事故には対応

していない。保険金の請求・支払にあたっては、交通事故発生の事実及び当該事故を原因

とする受傷の事実が十分に確認された上で取り扱われるべきものである。それ故、損保会

社等においては、自動車安全運転センター等の公的機関が発行する交通事故の証明書（人

身事故証明書）を、事故当初より医師による診断を受けた上で、診断書の交付を行うよう

周知指導することが重要と思われる。 

人身事故にも関わらず、物損事故扱いに至る原因のほとんどが警察、損保会社が被害者

に対して「物損事故扱いでも自賠責保険は使用でき、人身事故の届出は必要ない」と誘導

していることがあるようだ。傷害が軽傷であることから、損保会社としては加入者（加害

者）に処罰が下らないことや、警察は書類作成の事務的な手間が省けるなどの理由で物損

扱いに誘導することは厳に慎むべきことと思われる。 

また、人身事故の届出の際に必要となる医師の診断書を要しないことで、受傷当初から、

安易に医業類似行為を利用するなど、交通事故被害者から医師による適切な医療を受ける

機会を奪う可能性があるとともに、医学的な診断がないことより、症状の悪化や治療の長

期化が懸念される。その結果漫然と長期の施術が続けられ、不正な請求を生む温床にもな

りかねない。さらには、こうした取り扱いを認めることは、加害者が自らの刑事責任およ

び行政上の処分を免れているという大きな問題が生じるものと思われる。 

  

（３）対策 

本件についての議論を深めるためには、まずはその実態を具体的に把握することが大切

であり、早急に情報の収集が必要であると思われる。 

その結果、交通事故被害者の保護・救済等、自賠責保険の目的から外れるような状況が

明らかになった場合には、金融庁、国土交通省等の担当省庁に対し申し入れを行っていく
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とともに、日本損害保険協会、損害保険料率算出機構等の関係団体と議論を重ね、さらに

は、監督官庁からも警察に対して、事故証明等を出す場合は医療機関を必ず受診し、診断

書の交付を受けるなどの適切な対応を求めていきたい。 
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２．医業類似行為  

 

１）はじめに 
自賠責保険から医療機関に支払われる１件当たりの平均医療費は、ここ数年で約

１６万円で推移している（自動車保険の概況（損害保険料率算出機構発行））。一方、

柔道整復師に支払われる施術費はこの１０年間で約１．５倍（１件当たりでは、医

療機関の約２倍）となり、自動車損害賠償責任保険審議会（以下、自賠責審議会と

いう。）での報告によると、平成２３年度として１件あたりの平均施術料、期間、実

日数といった指標はいずれも微増だが、柔道整復資格者や施術院の増加に伴い、請

求全体に占める構成比が請求件数で前年の７．６％から８．４％に増加し、結果と

して請求金額も１８％の増加となっている（平成２５年１月９日 第１３１回 自

賠責審議会 損害保険料率算定機構）。問題点は多々考えられるが、まず、医業類似

行為の概要を知っておく必要があると考える。 

 
２）医業類似行為とは 

医業類似行為とは、医師でなければ行うことを禁止されている医業（又は医行為）

に類似した行為を医師以外の者が業として行うことである。法で定められた医業類

似行為者として、あん摩・マッサージ・指圧師、はり師、きゅう師と柔道整復師が

あり、法に基づかない医業類似行為に整体、カイロプラクティク、オステオパシー、

リラクゼーション等がある。この中で、自賠責保険との係わりで問題となるのは、

法で認められた医業類似行為、すなわち柔道整復師、あん摩・マッサージ・指圧師、

はり師、きゅう師である。本来、健康保険の医療給付は、保険医療機関おいては現

物給付として療養の給付を行うのが原則であり、例外的に現金給付・償還払いがあ

る。 
一方、保険医療機関以外の柔道整復師による施術、あん摩・マッサージ・指圧師、

はり師、きゅう師等による施術による療養費は、償還払いが原則となっている。と

ころが、整形外科医の不足していた第二次世界大戦以前に、外傷の応急処置に関し

ては柔道整復師を利用する患者も多く、昭和１１年には、柔道整復師の施術に関連

して、療養費の「受領委任払い」という、施術を行った柔道整復師へ患者は自己負

担分を支払い、保険者負担分の請求は柔道整復師に委任し、代わりに保険者へ請求

を行う特殊な支払制度が認められた。この制度の為、柔道整復師の施術費も見かけ

上、保険医療機関と同様に現物給付制度のように勘違いをされることになった。ま

してや、署名・捺印をしなければならない施術療養費支給申請書に署名・捺印もし

ないいわゆる白紙委任状の存在が大きな問題となっている。なお、今回の療養費の

改定（平成２５年５月１日実施）では、運用の見直しとして「柔道整復施術療養費

支給申請書における患者が署名すべき欄に、利き手を負傷しているなど患者が記入

することができない「やむを得ない理由がある場合」には、施術者が自筆により代
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理記入し患者から押印を受けること」と規定されている。 

 
３）医師同意書等について 

多くの医療機関において自賠責保険は、労災保険診療費算定基準に準拠した自賠

責保険診療費算定基準により請求されている。労災保険診療費算定基準は、一部は

労災診療独自の取扱いを特掲として設定しているが、おおむね健康保険診療報酬の

算定ルールに則っている。そのため、自賠責保険についても保険医療機関として、

保険医療養担当規則、健康保険法、医師法等に従って診察しなければならない。 
例えば、保険医療機関・保険医療養担当規則の第 17 条には「保険医は、患者の疾

病又は負傷が自己の専門外にわたるものであるという理由によって、みだりに、施

術業者の施術を受けさせることに同意をあたえてはならない。医師法第 20 条には、

「医師は自ら診察しないで治療をし、若しくは、診断書若しくは処方せんを交付し

（中略）てはならない。（以下省略）」等の制約がある。 
また、健康保険法において、医療保険の給付と施術による療養費支給は併用禁止

となっている。 
このようなこと知らない医師（おもに整形外科以外の医師）が、安易に施術同意

書を発行していることが推測される。また、施術同意書を発行した医師には、診断

責任が残存しており、患者に施術にかかる事故が発生した際には、施術同意責任が

問われる可能性が否定できないことの認識もないことが懸念される。 

さらには、損保会社が医師の指示同意のない医業類似行為を認め、医療機関で治

療の中止・治癒（症状固定）等の場合でも医業類似行為の施術が続行される事案が

問題となっている。また、医師の診断書がなくても、施術証明書等で交通事故とし

て警察が受理し、結果として自賠責保険で医業類似行為として施術がなされる例も

多く問題である。 
 

４）対応 

本事項についてもその実態の把握が重要である。診断書の位置づけ、同意書発行

問題等、改めて各都道府県医師会を通じての医師への啓発、関係省庁（警察庁・国

土交通省・金融庁・厚生労働省等）、関係団体（損害保険料率算出機構・日本損害保

険協会等）への働きかけが是非に必要である。特に、損害保険料率算出機構には、

柔道整復師に係わる総施術費、総請求件数、１平均施術費、施術期間等のデータの

公表を切に求めたい。 
参考までに、柔道整復師の療養費の適正化として、高知県の医師国民健康保険組

合での取り組みを紹介したい。当該医師国民健康保険組合では、平成１９年度から

柔道整復師の療養費支給を申請した被保険者全員に対して、「負傷原因報告書」や施

術内容の提出を求めることにした。その結果、全国の医師国民健康保険組合では平

成２０年度以降、請求件数、保険者の負担額は増加傾向にあるが、高知県において

は件数、保険者の負担額ともに減少傾向を示し、療養費の削減に一定の成果を得て
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いる。（表９参照） 

  

  

[表９ 全国医師国保健康保険組合・高知県医師国民健康保険組合の療養費の状況（柔道整復師分）] 

単位：円 

 

平成 20 年度 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 

件数 保険者負担額 件数 保険者負担額 件数 保険者負担額 件数 保険者負担額

全国 67,905 338,063,039 73,681 359,124,796 78,445 372,583,752 80,007 356,076,132

高知 118 548,122 88 341,039 49 258,869 37 120,406 

国民健康保険事業年報より作成 
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３．日本損害保険協会及び損害保険料率算出機構との意見交換会  

 

１）日時 ： 平成２５年８月１日（木）午後２時００分～３時００分 

 

２）場所 ： 日本医師会館 ５０６会議室 

 

３）出席 ： （敬称略）  

    ［日本医師会 労災・自賠責委員会委員］ 

茂松（委員長）、稲垣、宇賀治、内田、杉本、沼本、中村、深澤、村田 

 

    ［日本医師会 役員］ 

藤川（常任理事） 

 

    ［日本損害保険協会］ 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

株式会社損害保険ジャパン 

日本興亜損害保険株式会社 

東京海上日動火災保険株式会社 

三井住友海上火災保険株式会社 

日本損害保険協会（３名） 

 

 [損害保険料率算出機構］（１名） 

 

４）意見交換会 ： 労災・自賠責委員会より提示した議題を中心に損害保険各社（日本

損害保険協会）及び損害保険料率算出機構とフリーディスカッション

を行った。 

 

［議題１：健保使用の問題］ 

①人身傷害補償保険における日医との申し合わせ 

【議題内容】 

○人身傷害補償保険における日医との申し合わせの広報と厳守について、未だに約款 

にある公的保険使用の努力規定を理由に、一部健康保険による治療を強要する事例 

があるが、健康保険財政の悪化が著しいため、再度、適正な使用をお願いしたい。 

 

【委員会からの意見・提案】 

○「日医との申し合わせ」について、損保会社の現場の人に伝わっていないようであ 

る。現場の社員、代理店の方に周知徹底の必要がある。 
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【損保からの意見・提案】 

○人身傷害補償保険における被保険者（交通事故被害者）の意思に基づいて、交通事 

故診療で健保を使用している。被保険者が健保使用しないということであれば使用 

をしない。健康保険を優先的に使用させるという強要はしていない。 

 

 

【今後の対応等】 

○人身傷害補償保険の約款上にある公的保険使用は、強制ではなく努力義務であるこ 

との日医と損保の申し合わせは現在も有効であることで了承。 

 

②健保使用時の窓口一括払いについて 

【議題内容】 

○いわゆる「健保使用一括」（健保の一部負担金を損保側へ一括請求する）は健康保 

険法第七十四条違反であることの再確認。 

 

【委員会からの意見・提案】 

○自賠責保険は交通事故での被害者の保険であり、健康保険の財政も厳しい状況の中 

で、健康保険を使うこと自体がおかしい。 

○代理店などには十分周知・理解されていない現状がある。 

○交通事故被害者の来院前に、損保会社から人身傷害補償保険の健保一括支払いにつ 

いての相談の電話があり、健保一括支払いに対応できないと回答すると、患者さん 

が来院してこない事例がある。 

○北海道厚生局より厚生労働省に照会させたが、健康保険を使用した場合、窓口で一 

部負担金を受領しないことは法律違反にあたるとの回答を得ている。 

 

【損保からの意見・提案】 

○法律で定められていることは了承している。しかし、対人賠償の場合は被害者とい 

う意識が強く、健康保険を使用した場合の一部負担金を被保険者（交通事故被害者）

は負担したがらないため、患者の要望に沿って対応しているのが実情。 

 

【今後の対応等】 

○損保側も十分理解している。今後とも注視していくことで了承。 

 

③アフターサービス推進室の動きについて 

【議題内容】 

○アフターサービス推進室の動きについての状況確認 

「第三者行為による傷病届」手続きの合理化として健保連と損保協会、外国損保協 

会との取り決め（平成２５．４．１～）がなされたとのことだが、説明を求めたい、 
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それと共に健保使用の誘導に繋がらないことを確認したい。 

 

【委員会からの意見・提案】 

○健保使用した場合、被害者の過失分について一部負担金を除き、健康保険の保険者 

が医療費を負担している。被害者加入の人身傷害補償保険によって、被害者過失分 

の保険者負担分を補填すべきではないか。 

○実態として求償の段階で損保会社が私病と交通事故の傷病とを分けろということ 

で、支払わないことがあると聞いている。 

 

【損保からの意見・提案】 

○２０１２年３月に厚労省アフターサービス推進室より、第三者行為による傷病届を 

する場合、被保険者（交通事故被害者）より第三者行為等の手続きが面倒だという

ことで、サポートの要請があり進めてきた。決して健保使用誘導の取り組みではな

い。 

○被害者が健保使用しないと、軽症であれば金額的な負担は少なくて済むが、重傷の 

場合、被害者の過失割合によっては人身傷害補償保険を使っても、多額の治療費で 

足りない事案もあり得る。 

 

【今後の対応等】 

○当該取り組みにより、求償への効果がどのくらい出ているのか成果を今後提示して 

いただきたい。 

○健保使用誘導の手段にならないよう注視していくことで了承。 

 

④自損事故による同乗者が家族である場合の適正な取扱い 

【議題内容】 

○自賠法３条における「他人性」について、自損事故により同乗していた家族に怪我 

を負わせた場合、自賠責保険は使えないということで健保使用を依頼してくること 

がある。適正な運用を求める。 

 

【委員会からの意見・提案】 

○任意保険は、対人賠償について、家族は免責としているが、そのことと自賠責保険 

の「他人」の考え方が混同して現場では伝わっているのではないか。 

 

【損保からの意見・提案】 

○任意保険の場合、対人賠償は約款に妻や子供などの家族は免責となると記載されて 

いる。免責になった妻や子供の補償は人身傷害補償保険からとなる。 

○まず、自賠責保険は、運転者と保有者はいずれも支払われない。事例として父が所 

有の車を息子が運転した場合、その息子と父には支払われないため、自賠責保険で 
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家族には必ず支払われるとは言えない。損保会社各社の対人賠償の担当者は、新入 

社員１年目に研修として説明をしており、対人賠償の免責の範囲と自賠責保険の免 

責の範囲を混同しているとは考えがたいが、誤解を招いているのであれば、そうな 

らないように努めさせていただく。 

 

 

 

［議題２：物損事故に対する保険金支払い］ 

【議題内容】 

○人身事故にも関わらず、物損事故扱いに至る原因のほとんどが警察、損保会社が被

害者に対して「物損事故扱いでも自賠責保険は使用でき、人身事故の届けは必要な

い」と誘導しているようだが現状を確認したい。 

 

【委員会からの意見・提案】 

○当該案件について、データの開示を求める。平成２４年の自賠責審議会では物損事 

故扱いのまま自賠責保険から保険金が支払われている事案が増加傾向であり、全体 

の３割弱だという報告はあったが、その額や件数についてのデータ開示を求める。 

○人身事故の届出に必要な医師の診断、診断書を要しないことにより、安易な医業類 

似行為の利用による施術期間の不必要な長期化や健康被害などの可能性がある。 

○警察や損保会社が物損扱いにするよう誘導していると聞く、代理店などにも軽症の 

物損事故であっても人身事故証明書をとっていただくよう周知徹底していただき 

たい。 

○保険会社から医師の診断書は必要ないといわれる事例が多々あると聞く。 

○軽症であっても人身事故の証明を取ることを周知していただきたい。 

 

【損保からの意見・提案】 

○誘導はしていないが、罰則が軽くなるように加害者が被害者に頼み込んでいるとい 

うことはあるかもしれない。また、加害者が被害者に頼んだことで、被害者が心配 

になり、保険会社に物損事故扱いで人身が使えるかと聞かれたら、「使えません」 

とは保険会社としては言えない。（不払いになる） 

○医師の診断書の提出を断る動機がない。同じように医業類似行為へ行かせる動機も 

ない。被害者の方には医療機関への受診を必ずお勧めしている。 

 

【今後の対応等】 

○物損扱いにより自賠責保険が支払われている事案については、今後のデータ開示に 

よる実態の把握等により関係者間で検討を行っていくこととする。 
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［議題３：医業類似行為について］ 

①医業類似行為に係るデータの開示 

【議題内容】 

○自賠責保険における柔道整復に係るデータ公開を求める。 

 

【委員会からの意見・提案】 

○事故が減り、重症が減り、平均診療費の推移はここ数年横ばい傾向だが、支払保険 

金の８０００億円が変わっていない。どこに問題があるのか議論が必要な時期にき 

ている。 

 

【損保からの意見・提案】 

○柔道整復師の施術期間は直感的に長い。その理由として具体的な事例がなく損保会 

社としても悩ましい問題である。 

○平成２４年の自賠責審議会での報告後、データ開示の要望が出ている。損害保険料 

率算出機構のデータは基本的に支払時の数値ではなく、自賠責保険の受付時のデー 

タとなっており、限度額の１２０万円を超えた内容については把握できないが、デ 

ータを整理・整備した上で、来年の自賠責審議会で示したいと考えている。 

 

【今後の対応等】 

○今後、自賠審議会での医業類似等に関するデータ開示の内容を踏まえて、関係者間 

で検討を行っていくこととした。 
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Ⅳ．日本医師会労災・自賠責委員会が行うアンケート調査 

【概要版】 

※４７都道府県医師会より回答 

 

１）はじめに 

会長より諮問を受け、労災保険・自賠責保険をめぐる諸問題の改善について検討を行っ

てきた。 

 その中で、労災保険に関しては労災診療費の審査に係る運用等について、また、自賠責

保険に関しては自賠責新基準に係る審査会（苦情処理委員会）の設置・運営等について、

地域ごとにその取扱いに特徴があることが分かり、本委員会として、都道府県医師会に対

してアンケート調査を行い、４７都道府県医師会より貴重な回答結果を得た。 

なお、当該アンケート結果の詳細については、本答申【添付資料－３】を参照されたい。 

 

２）労災保険関連アンケート調査概要 

  

Ⅰ．労災診療費の審査 

１．査定内容に不服等ある場合の手続き方法について  

 
 「書面で不服申し立て又は照会する」（３３件）が最も多く、次いで「電話で不服申し

立て又は照会する」（５件）、「その他」（９件）となっており、「都道府県医師会を通して

不服申し立てをする」と回答した地域はなかった。 

 「その他」（９件）の主な回答内容については、「電話や書面の両方により不服申し立て

を行う」や「査定前に文書で照会し、事前に労働局から説明する手順を踏んでいる」など

の回答が得られた。 

 医療機関への減点通知が非常に簡素な内容となっていることから、詳細な査定理由につ

いては、書面や電話により労働局へ不服申し立て、照会を行うことが実情のようである。
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減点通知は、査定内容をより詳細に記載するなど医療機関が納得できる対応が検討される

べきである。 

 

２．労災指定医療機関から申し立てがあった場合の対応について  

 
 「査定理由の詳細について説明し、必要に応じて診療費審査委員会に諮り、再審査を行

っている」（４２件）が最も多く、「その他」（５件）となっており、再審査請求を認めな

い地域はなかった。 

 「その他」（５件）の主な回答内容については、「医師会の関与はなく直接労働局が対応

している」、「必要に応じて審査会に諮る体制はあるが、再審査の事例はない」などが挙げ

られている。 

 労災診療費の再審査請求については、すべての都道府県で認められていることが分かっ

たが、一部の会員からは「労災診療費の再審査請求はできない」と認識している現状があ

り、各地域で再審査請求が可能であることなど、末端の労災保険指定医療機関まで十分周

知される対応が検討される必要がある。 
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３．１月あたりの再審査の案件数及び主な案件内容について  

 
１月あたりの案件が５件以下（２３件）と回答した地域が最も多く、次いで年間で１～

６件（８件）、１月あたり６～１０件（６件）、１月あたり１１～２０件（４件）、１月あ

たり２５件以上（３件）、その他（３件）との回答であった。 

「その他」（３件）の主な回答内容については、「医師会の関与はなく直接労働局が対応

しているため不明」、「再審査の事例はほとんどない」などの回答となっている。 

また、再審査の案件とその内容については、「手術（１８件）」が最も多く、次いで「投

薬（７件）」、「入院（６件）」、「検査（６件）」と続いている。 

  

 

４．調剤レセプトの審査体制について 

 
 この調査項目については、委員会内で調剤レセプトの審査体制が確認できなかったため

調査を実施した。調査結果から「診療費と同一の審査会場で審査を行っている（４３件）」

が最も多い結果であった。次いで「その他（３件）」また、「診療費とは別の委員会で審査

（医師含む）（１件）」との調査結果を得た。「その他（３件）」の内容としては、「把握し

ていない」、「労働局で判断し、必要に応じて審査委員会に伺う」などの回答を得ている。 

 

 

再審査の案件及び件数 

案件項目 件数 

手術 18 

投薬 7 

入院 6 

検査 6 

リハビリテーション 4 

病名に関して 4 

処置 3 

その他 10 
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 Ⅱ．会計検査院の指摘に対する対応について 

 

会計検査院の実地検査に基づく指摘に対しては、従来、各地域の医師より「医学的判断

が軽視されている」など、不満の声が挙げられている。近年、労働局と厚生局の情報連携

体制整備及び診療報酬返還情報を活用した事後確認の実施等を求めるなど、さらに会計検

査院の検査状況に活発な動きが見られるため調査を実施した。 
調査結果としては、「会計検査院の指摘に対して審査委員会の決定（医学的判断）が尊

重されている」（２９件）と回答した都道府県が最も多かったが、結果的に、会計検査院

の指摘が尊重されているとの回答が次いで多い（１４件）結果となった。「その他」（４件）

の主な回答内容としては、「案件により一概にいえない（ケースバイケース）」、「平成 18

年以降検査は実施されていない」、「診療協議会（労働局内協議会）のみであり、医療委員

の意見がそのまま通る」の回答を得ている。 

また、会計検査院の指摘事項としては、「救急医療管理加算の算定について」、「手術料、

入院料等の算定方法について」、「入院料、手術料・手技料・適応が一般的であるかについ

て」といった内容が挙げられている。 

会計検査院の指摘については、明らかに算定要件を満たさないものを除き、審査会の医

学的な妥当性が尊重されるべきである。特に、労災診療費算定基準は、健保の診療報酬と

は異なる独自の請求方法を採用している点や、災害医療の特性を加味した審査判断が行わ

れているケースも考えられ、そういった健保と異なる取扱いについて、都道府県労働局が

きちんと会計検査院に説明し、納得させる対応が重要である。しかし、最終的に会計検査

院の指摘が尊重されるとした場合、判断根拠のある指摘なのか、当委員会においても引き

続き調査、議論が必要ではある。また、各都道府県においても会計検査院の返還要求につ

いての検証等を行い、審査会の意義を再確認する必要がある。 
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３）自賠責保険関連アンケート調査概要 

 

Ⅰ．苦情処理委員会の設置状況について 

 

「医療協議会（三者協議会）と苦情処理委員会を兼ねている（３０件）」が最も多く、

次いで「医療協議会（三者協議会）とは別に設置（８件）」、「まったく設置していない」（３

件）となっている。「その他」（６件）の内容としては、「案件があれば都度三者協議会で

協議している」、「自賠責担当理事が損保と協議（苦情処理委員会の開催はなし）」、「専門

委員会（三者協議会のメンバー）を設置」などの回答を得た。 

  

Ⅱ．開催頻度について 

・医療協議会（三者協議会）と兼ねていると回答した都道府県の開催頻度 

件数 

年に２～５回 12 

年に１回 8 

２年に１回 2 

月に１回 2 

２か月に１回 2 

必要に応じて開催 2 

なし 1 

その他 １ 

 

・医療協議会（三者協議会）とは別に設置している都道府県の開催頻度 

≪苦情処理委員会≫ 件数 ≪三者協議会≫ 件数 

必要に応じて開催 5  年に１回 5 

年に１回 1 年に２回 1 

まったく設置していない １ 年に２～３回 1 

その他 １ 必要に応じて開催 1 

 

医療協議会（三者協議会）と兼ねている都道府県の開催頻度については、年２～５回（１

２件）が最も多く、次いで年に１回（８件）となっている。 

 また、医療協議会（三者協議会）とは別に設置している都道府県の開催頻度については、
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苦情処理委員会は必要に応じて開催している（５件）、三者協議会については年に１回開

催（５件）という都道府県が最も多かった。 

三者協議会と苦情処理委員会に関しては、各都道府県における案件数や内容に応じた設

置体制や開催頻度となっているものの、医療機関からの苦情を解決するための体制は各地

域確保されていると考えられる。 

 

Ⅲ．審査会（苦情処理委員会）における案件数について 

案件数・件数           主な案件内容・件数 

案件数 件数  案件名 件数

年１～５件 18 健保使用に関して 18 

案件はない 7 損保会社による不払い・支払遅延 11 

未回答 5 人身傷害補償保険 2 

月に１～５件 4 医業類似行為に関して 2 

月 1 件 4 損保側弁護士の介入 2 

年に６～１０件 3 その他 16 

その他 2  

２か月に１～２件 1 

  

審査会（苦情処理委員会）における案件数については、年に５件以下（１８件）と回

答した地域が最も多かったが、年間通して案件がない（７件）地域もある。また、審査

会に寄せられる案件の内容については、「健保使用に関して」（１８件）が最も多く、

次いで「損保会社による不払い・支払遅延」（１１件）、「人身傷害補償保険」（２件）、

「医業類似行為」（２件）、「損保側弁護士の介入」（２件）となっている。「その他」

（１６件）には、「保険詐欺による診療費の不払い」、「行政書士との示談交渉」など、

様々な事案も多く挙げられている。 

前設問の「Ⅱ 開催頻度」からも読み取れるように、各地域において医療機関より挙

げられる苦情の案件は、非常に少なくなっており、周辺問題の解決という新基準の目的

が果たされているといえる。 
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《 お わ り に 》 

 
超高齢社会へ急速に進む我が国において、医療保険制度を維持することは喫緊の課題で

あり、国は社会保障費を抑制するため様々な施策を検討している。 
労災保険は、事業主の保険料により賄われている補償保険であり、相互扶助である健康

保険とは別の独立した保険であるが、健康保険の取扱いに準じた診療費の請求基準である

ため、診療報酬改定のたびに、社会保障費の増加に伴う医療費財源の問題が労災保険の診

療費改定に大きく影響している。 
高齢化の進展に伴い人口構造が変化し、今後とも医療費の増嵩は避けられない状況にあ

り、健康保険では超高齢社会に対応した診療報酬体系に移行していくことが見込まれる中、

被災労働者に対する災害医療の診療報酬体系として、これからも健康保険に準じた算定方

法を継続していくことが望ましい形であるのか十分に検証する必要がある。 
また、被災労働者に対する災害医療の充実は必要であるが、今後は、労働力人口の高齢

化から労災発生防止や疾病予防への対策も重要になる。現状においては、労災保険指定医

療機関と産業医、産業保健センターとの連携は不十分であり、労働者の脳・心臓疾患、精

神障害の増加等、労働環境の変化を考慮した疾病予防の取り組みが必要である。そのため

にも、労災保険指定医療機関の役割として、被災労働者の診療情報をフィードバックする

仕組みを構築するなど、産業医との連携が今後の課題である。 
会計検査院による労災診療費の過大支払いが指摘され、地方厚生局が保有している診療

報酬返還情報等を活用した監査が実施されているが、労災診療費は労災医療の特殊性を考

慮し、労災診療費審査委員会の医学的判断を尊重すべきであり、会計検査院の検査が行き

過ぎたものにならないよう注視する必要がある。 
自賠責保険に関しては、健康保険の使用問題について、自賠責保険と健康保険の適用順

位が法律上明確化されておらず、自賠責保険を優先適用することの明確化は必要ではある

が、それとともに、医療保険が逼迫している現状においては、損保会社へ求償が適切にな

されるような取り組みを行うべきであり、患者への指導啓発を含めた医療保険者への要請

が必要である。 
健康保険の使用問題については、自賠責新基準がすべての都道府県で実施される段階に

おいて、自賠責新基準の制度化とあわせて、どの程度自賠責保険の優先適用に強制力を持

たせるのか、健康保険の使用権も考慮した検討が必要である。 
また、物損事故扱いのまま自賠責保険から保険金が支払われているとの指摘が報告され

ているが、交通事故の被害者救済を目的とする自賠責保険において、本来の趣旨から逸脱

した行為が行われることはあってはならない。行政の対応も含めて、早急な制度改善が求

められる。 
「医業類似行為」の問題については、医師の同意なく施術が行われることのないよう損

保会社に改めて柔道整復施術費の適正な支払を周知徹底し、その対応を求めるものである。 
 以上、今期労災・自賠責委員会として答申を取りまとめた。労災医療は制度運営者が国

である一方、交通事故医療は民間損害保険会社により運営されている。健康保険とも制度

発足の背景や沿革も異なるため、同次元での議論は難しい面も多い。 
答申では労災医療や交通事故医療の現状や課題についても指摘したが、法整備の必要な

部分も多い。 
本答申が労災医療や交通事故医療をめぐる問題解決の一助になれば幸いである。 
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 添付資料－１ 

日本医師会 労災・自賠責委員会作成

労災医療・交通事故医療について

～会員向け研修用ツール～

 

労災医療

2

 

労災保険について

■労災保険

・労災保険とは、業務災害又は通勤災害を被った労働者や

その遺族のために、必要な保険給付を行う制度。

・業務災害とは、労働者の業務上の負傷、疾病、障害又は

死亡した場合をいう。

・業務災害とは、業務が原因となった災害であり、業務と

傷病等との間に一定の因果関係があることをいう。

・事業主の支配・管理下で業務に従事している場合に該当

する。

・被災労働者や遺族に対して、社会復帰を促進するための

対策、援護措置を図る。

3
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労災保険給付のしくみ

【原因・事由】 【災害分類】 【保険】

仕事によるもの 業務災害

労災保険

通勤によるもの 通勤災害

その他 その他の災害 健康保険

※労働災害に健康保険は使えません
4  

労災保険給付の流れ

負傷・疾病 休業

治癒（症状固定）

死亡

療養（補償）給付
労災医指定医療機関等で
療養を受けるとき

休業（補償）給付
傷病の療養のため労働す
ることができず、賃金を受
けられないとき

労働者が業務災害・通勤災害により負傷又は疾病にかかった場合

傷病（補償）年金
療養開始後1年６ヵ月たっ
ても傷病が治癒（症状固
定）しないで障害の等級が
傷病等級に該当

障害（補償）給付
一時金：症状固定して障害
等級8級から14級に該当
年金：症状固定して障害等
級1級から7級に該当

遺族（補償）給付
年金：労働者が死亡したとき
一時金：労働者が死亡し、
遺族（補償）年金をうけ得る
遺族がいない等

葬祭料（葬祭給付）
労働者が死亡したとき

5
 

労災保険給付の流れ

被災労働者

指定医療機関等

厚生労働本省

事 業 主

労働基準監督署

都道府県労働局

③
療
養
の
給
付
請
求
書

①
医
療
機
関
を
受
診

②請求書に証明

④請求書を送付
⑤
支
払
い

6  
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１．業務災害（通勤災害）により療養する場合
①療養（補償）給付

必要な療養の給付（療養費の全額）
②休業（補償）給付

休業４日目から休業１日につき給付基礎日額の６０％
※上記給付および休業特別支給金（給付基礎日額の２０％）

が支給される。
③傷病（補償）年金

療養開始後１年６ヵ月を経過し、傷病等級１級から３級に
該当する場合
給付基礎日額の３１３日分（１級）、２７７日分（２級）
２４５日分（３級）の年金

※上記の給付および特別支給金（障害の程度により１１４
万円から１００万円までの一時金、３１３日分から２４５日
分の年金）が支給される。

労災保険給付について

7  

２．障害が残った場合
①障害（補償）給付

給付基礎日額の３１３日分（１級）～１３１日分（７級）の
年金

※上記の給付および特別支給金（障害の程度により
３４２万円から１５９万円までの一時金、３１３日分から
１３１日分の年金）が支給される。

②障害（補償）一時金
給付基礎日額の５０３日分（８級）～５６日分（14級）の
一時金

※上記の給付および特別支給金（障害の程度により６５
万円から８万円までの一時金、５０３日分から５６日分
の一時金）が支給される。

労災保険給付について

8
 

労災保険給付について

３．被災労働者が死亡した場合

①遺族（補償）年金

遺族数等に応じ給付基礎日額の２４５日分～１５３日分

の年金
※特別支給金（一律３００万円） 、遺族数等に応じ、算定

基礎日額の２４５日分から１５３日分の年金が支給される。

②遺族（補償）一時金

遺族補償年金を受け得る遺族がない場合、その他の

遺族に対し給付基礎日額の1000日分の一時金

※特別支給金（一律３００万円）、給付基礎日額の1000日

分の一時金

9
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労災保険給付について

③葬祭料（葬祭給付）

315,000円および給付基礎日額の３０日分（最低補償額

は給付基礎日額の６０日分）

４．常時または随時介護を要する場合

・介護（補償）給付

（障害（補償）年金、傷病（補償）年金受給者のうち神経・精神

障害および胸腹部臓器の障害の程度が１級または２級）

１月あたり、常時介護は104,290円、随時介護は52,150円

を上限とする。

10
 

５．二次健康診断等給付
[対象者]

①一次健康診断において血圧検査、血中脂質検査、
血糖検査、腹囲またはBMI（肥満度）測定の全ての検査
で異常所見があると診断されている。

②脳血管疾患または心臓疾患の症状を有していない。

上記①および②のいずれにも該当する労働者

⇒対象者の要件が厳しい等の問題がある。

労災保険給付について

11
 

５．二次健康診断等給付
[給付内容]

（１）二次健康診断
① 空腹時血中脂質検査
② 空腹時血糖値検査
③ ヘモグロビンＡ１ｃ検査
④ 負荷心電図検査又は心エコー検査
⑤ 頸部エコー検査
⑥ 微量アルブミン尿検査

（２）特定保健指導
脳・心臓疾患の発生の予防を図るため、医師等に
より行われる栄養指導、運動指導、生活指導

労災保険給付について

12
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（１）アフターケア

業務災害又は通勤災害により被災された方に対して、
症状固定（治ゆ）後における保健上の措置として1ヵ月に1回
程度の診察、保健指導および検査等、必要な措置を行う。

（２）対象傷病（20傷病）

①せき髄損傷、②頭頸部外傷症候群等（頭頸部外傷症候
群、頚肩腕障害、腰痛）、③尿路系障害、④慢性肝炎、⑤白
内障等の眼疾患、⑥振動障害、⑦大腿骨頸部骨折及び股
関節脱臼・脱臼骨折、⑧人工関節・人工骨頭置換、⑨慢性
化膿性骨髄炎、⑩虚血性心疾患等、⑪尿路系腫瘍、⑫脳
の器質性障害、⑬外傷による末梢神経損傷、⑭熱傷、⑮サ
リン中毒、⑯精神障害、⑰循環器障害、⑱呼吸機能障害、
⑲消化器障害、⑳炭鉱災害による一酸化炭素中毒

アフターケア制度について

13
 

労災診療費について

■労災診療費の取扱い

・労災保険の診療費については、昭和３６年に当時の

武見日本医師会長と労働省大野労災補償部長との

間で交わされた労災診療に係る「申し合わせ」により、

「暫定措置として健康保険の点数に準拠する」とされ

た。

・現在もこの「申し合わせ」により取り扱われている。

14
 

労災診療費について

■労災診療費に関する申し合わせ

（昭和36年、武見日本医師会長と労働省大野労災補償

部長との申し合わせ）

「労災診療の適正な発展のためには、労災診療の健康

保険に対する特殊性を科学的に明らかにし、その成果

に立脚､即応して診療費を決める必要性があるが、

それまでの暫定措置として、健保点数に準拠する。」

（労災保険診療を健保点数に準拠して取扱い、1点単価

を11円50銭とするもの）

15
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労災診療費について

■労災診療費算定基準

・健康保険に準ずる取扱い

健康保険の診療報酬点数表の点数に労災診療単価を

乗じて算定する。 （労災診療単価は１点当たり12円。

非課税医療機関は１点当たり11円50銭）

・健康保険以外の特例的な取扱い

労災診療費算定基準には健康保険の点数表に準拠し

ない労災保険独自の算定基準（労災特掲料金）が設定

されている。

16
 

労災診療費について

■労災診療費算定基準

[労災特掲料金]

①健康保険の診療報酬点数表の所定点数によらず、

労災独自に料金が定められているもの

（初診料3640円、再診料1360円等）

②健康保険の診療報酬点数表にはないが、労災独自に

料金を定めているもの

（再診時療養指導管理料920円等）

③健康保険の規定によらない取扱い

（処置、手術における四肢加算の取扱い、消炎鎮痛等

処置の３部位算定の特例等）

17
 

労災診療費について

■労災診療費算定基準の問題点

・ 健康保険の診療報酬点数に準拠しているため、診療報酬

改定による影響を受ける。

・労災保険は被災労働者の早期職場復帰という労災保険

制度本来の目的に合っていない。

・労災医療の特殊性を考慮した点数設定になっていない。

・労災保険の財源は、健康保険の財源とは別であるが、

労災特掲項目の改定に充てられる財源が限られている。

⇒労災独自の診療報酬（労災特掲項目）の充実を図る

ことが必要である。
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労災保険情報センターについて

■設立経緯

・ （公財）労災保険情報センター（RIC）は、昭和63年７月に

厚生労働省の外郭団体として設立された。

・労働災害に対する補償制度及び労災医療に関する情報、

資料の収集、研究分析、提供、労働者・事業主・労災指定

医療機関の相談・援助を行うことにより、労働災害に対す

る補償の適正実施及び労災医療の充実を図り、労働者の

福祉の増進に寄与することを目的とする。

・平成23年11月より、国の委託事業として、ＲＩＣが行ってい

たレセプトの事前点検、レセプト内容に関する照会業務、

労災診療費の審査補助業務は、政府の事業仕分けにより、

都道府県労働局に事務が集約化された。
19

 

労災保険情報センターについて

■労災保険情報センターの業務について

（１）労災診療援護事業

【診療費立替払い事業】

労災診療費の支払いは、労働基準監督署長から業務上の
認定を受けた後に行われるため、その間、支払が保留され
労災指定医療機関にとっては多額の診療費が未収となる。

上記医療機関の不利益を解消するため、ＲＩＣが労災指定
医療機関から請求された労災診療費を立替払い（無利子・
無担保貸付）を行う。

20

 

労災保険情報センターについて

■労災保険情報センターの業務について

（２）労災診療補償保険事業

【労災診療補償保険】

労災保険で不支給となった労災診療費のうち、健康保険等
から支払われない部分について労災と健保との診療費の差
額及び患者の健保一部負担分を補償する。

（３）労災診療互助事業

【長期運転資金貸付事業】

診療費立替払いの実績を有する医療機関が対象

（最高貸付額1,000万円、最低貸付額：100万円）

21

 



 

60 
 

■労災認定に関する課題
・労災認定基準について

現在の労働環境に対応した認定基準になっているか。
⇒労災認定基準の見直し等、検討が必要

・障害等級認定基準について
現行の障害等級表における第１級～第14級の区分
および内容について、現状に適合した障害等級、
認定基準になっているか。
⇒実態に即した障害等級および認定基準に向けての

検討が必要。

労災に関する課題

22

 

交通事故医療

23
 

自動車保険について

■自動車保険の種類

［自賠責保険と任意保険］

・交通事故に係る医療費支払いのための自動車保険には、

自動車損害賠償責任保険（自賠責保険）と任意保険（対

人賠償保険）があります。

・自賠責保険は、被害者救済を図ることを目的に自動車損

害賠償保障法によりすべての自動車に加入が義務づけ

られた「強制保険」です。

・任意保険は、自賠責保険の上積み保険で加入の義務は

ありません。

24
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自動車保険について

［自賠責保険と任意保険］

・自賠責保険の支払限度額は120万円。

120万円は、治療費、休業損害 （原則1日5,700円）、

慰謝料（１日4,200円）等の損害総額。

■過失相殺

・自賠責保険は、被害者に重大な過失（実務上概ね７０％

以上の過失）がなければ過失相殺（損害額の減額）は

適用されない。

・任意保険は、被害者の過失が軽微であっても過失相殺

が適用される。

25

 

自賠責保険について

■自賠責保険の請求方法について

１．自賠責保険の場合

（１）加害者請求

加害者が、被害者に対して賠償金を支払った上で、

保険金を請求する。

（自動車損害賠償保障法１５条請求）

（２）被害者請求

被害者が、直接、加害者が加入している自賠責保険

会社に対して損害賠償額の支払請求を行う。

（自動車損害賠償保障法１６条請求）

26
 

自賠責保険について

２．加害者が任意保険に加入している場合（任意一括払い）

加害者の任意保険（対人賠償保険）が対応する場合、

任意保険会社が被害者に、自賠責保険部分を含めて

損害賠償し、加害者の代理人として自賠責保険に請求

する。

３．被害者が加入している任意保険（人身傷害補償保険）

から支払う場合

任意保険会社が被害者に、自賠責保険部分を含めて

保険金として支払い、被害者に代位して、自賠責保険

に請求する。
27
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自賠責保険について

４．医療機関が直接自賠責保険の損保会社に請求する

場合

①医療機関が患者から医療費に関する請求、受領の

委任状を取得し、直接自賠責保険に請求する。

（被害者の代理人として請求する。受任請求）

②患者が自賠責保険に請求し、医療費は医療機関に

支払うよう自賠責保険会社に指示する。

（被害者が損害賠償額の支払先を指示する。支払指図）

28
 

自賠責保険の請求について

■任意一括払い

任意一括払いとは、任意保険の損保会社が自賠責

保険で支払われる金額を立替えて、任意保険の金額と

まとめて医療機関に支払うこと。

自賠責保険と任意保険は別々の保険であり、本来、

請求手続きは別々に行わなければならないが、その

煩雑さを解消するためのものです。

29
 

交通事故診療について

■交通事故診療における医療機関、被害者（患者）、

損保会社の関係について

１．医療機関と患者の関係について

交通事故の患者の場合であっても、診療契約は、患者

と医療機関との間で結ばれている。

医療機関は損保会社とは契約関係にありません。

従って、治療費は患者自身が医療機関に支払うことが

原則です。
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交通事故診療について

■交通事故診療における医療機関、被害者（患者）、

損保会社の関係について

２．医療機関と損保会社の関係について

患者が医療機関に支払った治療費は、将来、交通事故

の損害賠償として、加害者が患者に支払い、更に、加害者

は損保会社から保険金という形で支払を受けることから、

便宜上、損保会社が直接医療機関に治療費を支払うこと

になります。

ただし、法律上は、医療機関に対して、治療費の支払義

務を負うのは患者です。

31
 

交通事故診療について

■交通事故診療における医療機関、被害者（患者）、

損保会社の関係について

診療契約

医療機関 患 者

交通事故

保険契約

損保会社 加害者

※医療機関と損保会社は契約関係にはありません。
32

 

交通事故診療について

■交通事故診療における医療機関、被害者（患者）、

損保会社の関係について

３．損保会社から医療機関への治療費支払いについて

交通事故診療の場合、「任意一括払い」の方法を使っ

て、治療費支払いを契約関係にない医療機関と損保会

社の間で行われます。

従って、賠償責任の有無を確認後、遡って一括払いし

ないケースが発生し、治療費未払い等の問題が生じる

こともあります。
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交通事故診療について

■交通事故診療における医療機関、被害者（患者）、

損保会社の関係について

４．治療費未払いの対応

治療費の請求は毎月、損保会社に行い、損保会社か

らの支払いが滞った場合は、直ちに損保会社に連絡す

る必要があります。

患者さんの治療終了後、損保会社に治療費をまとめて

請求し、後日、加害者に賠償責任がないとされた場合は、

治療費の回収が困難になるケースがあります。

⇒加害者に賠償責任がない場合、治療費は患者さんに

請求することになります。
34

 

交通事故診療について

■交通事故診療における治療費請求について

・交通事故診療は原則として自由診療です。

・各医療機関ごとに請求額や請求方法は異なります。

・健康保険の診療費に基づいて請求する医療機関も

あります。

・多数の医療機関は、労災診療費算定基準に準拠した

自動車保険診療費算定基準（新基準）で請求して

います。

35

 

交通事故診療について

■自動車保険診療費算定基準（新基準）

・新基準は、都道府県の医師会、損保協会及び

自算会（現損保料率機構）の３者協議にて合意し採用

されている制度で、国が定めた労災保険診療費に準拠

した算定基準です。

・現在、新基準実施都道府県は４６都道府県で、

未実施県は山梨県のみとなっています。

・昭和５９年の自賠責保険審議会答申によれば「新基準
が全国的に浸透し、定着化した段階で算定基準として
の制度化を図る」とされています。
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交通事故診療について

■自賠責保険診療費算定基準（新基準）

・今後、山梨県が新基準を実施すれば、全国的に

浸透したと考えられることから、交通事故診療の診療

報酬基準については、新基準の法制化も含めて検討を

行う必要があります。

37
 

交通事故診療について

■損保会社への個人情報の提供について

・個人情報保護法によれば、交通事故診療において、損保

会社に患者さんの診断書や明細書等の個人情報を提供

する場合、患者さん本人の同意を得る必要があるとされ

ています。

・損保会社は保険の支払い手続きに入る時点で、情報取

得を含む包括的な同意書または委任状を患者さんから

取りつけますが、医療機関はそれらの書面を確認するだけ

では十分ではありません。

・損保会社に診断書や明細書等の個人情報を提供する場

合、医療機関は患者さんに情報提供の内容を説明した上

で、同意書の取りつけが必要です。
38

 

交通事故診療における健康保険の使用について

■ 健康保険の使用について

自動車事故等による被害を受けた場合、一義的には被害
者は自動車事故等による被害者救済を目的とした自動車損
害賠償保障法に基づく自動車損害賠償責任保険（自賠責保
険）によって保障を受けるものであります。

しかし、交通事故診療において、何らかの理由により、健康
保険での診療を患者さん自身が希望される場合には、医療
機関の窓口で健康保険証を提示すれば、健康保険で診療を
受けることはできます。

ただし、損保会社等、患者さん以外の第三者の意向で健康
保険の利用を強要されてはなりません。
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「犯罪被害や自動車事故等による傷病の保険給付の取扱
いについて」平成２３年８月９日付厚生労働省保険局保険
課長・国民健康保険課長・高齢者医療課長通知

■自賠責保険と健康保険の関係

なお、自動車事故による被害を受けた場合の医療保険の給付と
自動車損害賠償保障法（昭和30 年法律第97 号）に基づく自動車

損害賠償責任保険（以下「自賠責保険」という。）による給付の関係
については、自動車事故による被害の賠償は自動車損害賠償保
障法では自動車の運行供用者がその責任を負うこととしており、被
害者は加害者が加入する自賠責保険によってその保険金額の限
度額までの保障を受けることになっています。その際、何らかの理
由により、加害者の加入する自賠責保険の保険者が保険金の支
払いを行う前に、被害者の加入する医療保険の保険者から保険給
付が行われた場合、医療保険の保険者はその行った給付の価額
の限度において、被保険者が有する損害賠償請求権を代位取得し、
加害者（又は加害者の加入する自賠責保険の保険者）に対して求
償することになります。（以下略）

40
 

交通事故診療における健康保険の使用について

■健康保険を使用する場合

①患者さん自身が加入している健康保険の保険者に、

遅滞なく「第三者行為による傷病届」を提出する必要が

あります。

②健康保険による診療は、健康保険法等の規定に基づい

て行われることになります。

③外来受診の際には、その都度、窓口で一部負担金の

支払いが必要となります。 （健康保険を使用した損保会

社からの一部負担金一括支払いは、健康保険の規則に

基づくものではありません。）

41

 

交通事故診療における健康保険の使用について

■健康保険を使用する場合

④医療機関は、健康保険のレセプトの「特記事項」欄に

「第三」と記載して請求します。

⑤保険者は、健康保険法の規定により損害賠償の請求 権

を取得し、第三者である交通事故の加害者（損保会 社）
に請求（求償）することになります。
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交通事故診療における健康保険の使用について

■人身傷害補償保険について

人身傷害補償保険は、契約者（患者）が自動車事故に遭い
被害者となった場合、①被害者自身の損害の補償が受けられ
る、②被害者の過失分の補償が受けられる、③加害者の過失
分の立替払いが受けられる保険です。

患者さんの過失割合にかかわらず保険金額を限度に実際の
損害額に対して保険金が支払われることから、患者さんの過
失割合が大きい場合など、人身傷害補償保険を使用する事例
はありますが、健康保険の使用を前提としているなど、問題点
もあります。

43
 

交通事故診療における健康保険の使用について

■人身傷害補償保険について

各損保会社は、人身傷害補償保険の約款に「傷害の治療
を受けるに際しては、公的制度の利用等により費用の軽減
に努めること。」といった努力規定を設けている。

これについて、日本医師会と東京海上火災保険株式会社
（当時）は、平成１１年５月２１日に、人身傷害補償保険の約
款にある努力規定の取扱いについて、公的保険の使用を強
要するものではないことを確認し、 ①「自賠責保険に関わる
案件については従来と同様の取り扱いとする。」 ②「その旨
の社内徹底を図る。」旨の文書を交わしている。

44

 

交通事故診療に係る健保使用問題に関する
アンケート調査（日本医師会）

１．調査対象
47 都道府県の交通事故取扱い(※)医療機関（病院および診療所）を対象。
※整形外科、外科、脳外科、内科等の医療機関

２．有効数
病院674※、診療所946（無床 682、有床 264）、その他35、合計1,655

※病院
①国（厚生労働省、独立行政法人国立病院機構等） 29
②公立（都道府県、市町村、一部事務組合） 108
③公的（日赤、済生会、北海道社会事業協会等） 63
④社会保険関係団体（全国社会保険協会連合会,厚生年金事業振興団、

船員保険会、健康保険組合、共済組合、国民健康保険組合）24
⑤医療法人 353
⑥個人 27
⑦その他法人（公益法人、社会福祉法人、医療生協、会社等）70
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交通事故診療に係る健保使用問題に関する
アンケート調査（日本医師会）

３．健康保険の使用率について

・全体の健康保険の使用率は１９.９％

損害保険料率算出機構が公表している使用率（平成２１年

度で１０.７％）の約２倍。

・医療機関種別では、病院全体が２３.６％、国公立病院が

３１.３％、その他病院が１８.５％、診療所が１０.８％。

・入院、外来別では、入院全体では５８.１％。

（病院全体が５８.９％、国公立病院が６２.３％、その他病院が

５５.９％、診療所が４３.１％）

・外来全体では１７.２％（病院全体が２０.３％、国公立病院が

２７.８％、その他病院が１５.４％、診療所が１０.４％）
46

 

交通事故診療に係る健保使用問題に関する
アンケート調査（日本医師会）

３．健康保険の使用率について

［問題点］

・入院について健康保険の使用率は５割を超えている。

・入院においては治療費が高額になることが予想され

るために健康保険を使用する案件が多い。

・外来においても２割は健康保険を使用している。

47
 

交通事故診療に係る健保使用問題に関する
アンケート調査（日本医師会）

３．健康保険の使用率について

［問題点］

第三者の行為によるものに対して保険給付を行った場

合、医療保険者は加害者又は加害者が加入する自賠責

保険の保険者に求償することになっている。

しかし、医療保険者による「適切な求償」ができていな

い現状においては、 健康保険の財源の負担になって

いる。 ⇒医療保険者の財政逼迫に影響している。

48
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自賠責保険診療費算定基準

（新基準）の成立過程

49
 

自賠責保険の診療費算定基準の設定について

・自賠収支の悪化に伴い、一部医療機関の医療費請求

が過大であることが指摘され、自賠責保険における医

療費適正化を要請。

・昭和59年12月 自動車損害賠償責任保険審議会答申

「自算会及び損保協会において、日本医師会の協力を

得つつ、医療費統計等を参考に責任保険についての

診療報酬基準案を作成し、医療機関等の医療費請求

及び自算会調査事務所等での医療費調査の基準と

する。」
50

 

自賠責保険の診療費算定基準の設定について

・平成元年６月、日本医師会、日本損害保険協会、自動

車保険料率算定会の三者協議において、交通事故診

療にかかる医療費請求の適正化を図ることを基本とし

て、自賠責保険診療費算定基準（新基準）が制定され

た。
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自動車損害賠償責任保険審議会 答申

（昭和59年12月19日）

○医療費支払の適正化（抜粋）

一部の医療機関等の医療費請求額が過大である

ことが指摘され，責任保険の医療費支払の適正化

が要請されている状況にかんがみ，

ハ．自算会及び損保協会において，日本医師会の

協力を得つつ，医療費統計等を参考に責任保険

についての診療報酬基準案を作成し，医療機関

等の医療費請求及び自算会調査事務所等での

医療費調査の基準とする。

52

 

日本医師会，日本損害保険協会，
自動車保険料率算定会 ［覚書］

① 各都道府県医師会の中に交通事故ならびに診療

報酬に係わる審査会を設置し，医療及びその費用の

適正化を図る。

② これらの具体的実施に伴う諸問題は，各都道府県

の医師会，自動車保険料率算定会調査事務所，損

害保険協会地方委員会（または同業会）の三者で構

成する医療協議会で合議する。

③ 円滑な運営を図るため，本部レベルにおいても医

療協議会を設置し，被害者の早期社会復帰及び交

通事故医療の適正化に資する。

53
 

自賠責保険の診療費算定基準の設定について
［平成元年6月28日 日医発第221号（保41）通知］

１．自動車保険の診療費については，現行労災保険

診療費算定基準に準拠し，薬剤等「モノ」については

その単価を１２円とし，その他の技術料については

これに２０％を加算した額を上限とする。

２．ただし、これは個々の医療機関が現に請求し、支払

を受けている診療費の水準を引き上げる主旨のもの

ではない。
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新基準実施状況（平成２５年２月１日現在）

実施年度 （実施順） 46/47都道府県

平成2年度《4地区》 1）栃木県，2）青森県，3）広島県，4）徳島県

平成3年度《4地区》 5）宮城県，6）奈良県，7）秋田県，8）福島県

平成4年度《3地区》 9）宮崎県，10）滋賀県，11）兵庫県

平成5年度《5地区》 12）熊本県，13）岩手県，14）大阪府，15）長崎県，16）大分県

平成6年度《8地区》
17）高知県，18）富山県，19）岐阜県，20）長野県，21）新潟県，

22）北海道，23）石川県，24）福岡県

平成7年度《9地区》
25）山形県，26）和歌山県，27）愛知県，28）福井県，29）山口県

30）鹿児島県，31）佐賀県，32）鳥取県，33）島根県

平成11年度《4地区》 34）東京都，35）茨城県，36）香川県，37）三重県

平成12年度《2地区》 38）千葉県，39）静岡県，

平成13年度《5地区》 40）愛媛県，41）神奈川県，42）群馬県，43）埼玉県，44）沖縄県

平成15年度《1地区》 45) 京都府

平成24年度《1地区》 46）岡山県

未実施府県《1地区》 1）山梨県

55
 

[参考図書]
・日本医師会 労災・自賠責委員会答申
・労災保険給付の概要（厚生労働省）
・アフターケア制度のご案内（厚生労働省）
・医療費請求のしおり（日本損害保険協会）
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添付資料-２  

 

労災・自賠責に係るアンケート調査 

＜集計結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年１月 

日本医師会 労災・自賠責委員会 
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労災・自賠責に係るアンケート 

【労災保険関連】 

Ⅰ．労災診療費の審査 

 １．労災指定医療機関が労災診療費について査定され、その内容に不服・疑義がある

場合、労災指定医療機関はどのような手続きをとることになっているか 

件数 都道府県 

ａ）電話で不服申し立て又は

照会する 
5 岩手、鳥取、岡山、愛媛、福岡 

ｂ）書面で不服申し立て又は

照会する 
33 

北海道、青森、宮城、山形、福島、栃木、埼玉、千葉、神

奈川、新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、静岡、愛知、

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山、島根、広島、山

口、徳島、香川、佐賀、大分、宮﨑、鹿児島、沖縄 

ｃ）都道府県医師会を通して

不服申し立て又は照会する 0 - 

ｄ）その他 9 秋田、茨城、群馬、東京、岐阜、三重、高知、長崎、熊本

 

 

 

ｄ）その他（９都県） 

（秋田）電話と書面のどちらかとは決めていないが、どちらかの方法で手続きを行っ

ている 

（茨城）内容照会は電話でよい。再審査請求は文書 
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（群馬）電話や書面で不服申し立て・照会を行っている。ほとんどが照会で査定は極

めて少ない 

（東京）書面で不服申し立て・照会を行ったり、本会関連の東京都労働保険医療協会

を通じて電話で照会したりする 

（岐阜）電話や書面で不服申し立て・照会を行っている。ほとんどが照会で査定は極

めて少ない 

（三重）労働局に対し直接電話で査定に対する照会を行い、不服がある場合は査定金

額にかかる労災診療請求を再度行う。なお、再請求のレセプトには再請求の

理由書を添付してもらってます。場合によっては、事前の電話照会なしに再

請求される場合もある。 

（高知）査定する前に文書で照会しており、査定にさきだっては、労働局から説明す

る手順をとっており、不服はあまりないと思われる 

（長崎）労働局に対して、電話で照会し、査定理由を了承しがたい場合は、書面で再

審査（不服）申し立てすることになっている 

（熊本）電話か書面により担当医が直接労働局に不服申し立てをする 
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２．労災指定医療機関から、労災診療費の査定内容について、不服申し立てがあった

場合、どのように対応しているか（ａ．およびｃ．を選択された場合は設問４に、

ｂ.を選択された場合は設問３に） 

件数 都道府県 

ａ）査定理由の詳細について説

明しているのみである。 

（再審査請求は認められてい

ない） 

0 - 

ｂ）査定理由の詳細について説

明し、必要に応じて診療費審

査委員会に諮り、再審査を行

っている。 
42 

北海道、青森、秋田、山形、福島、茨城、栃木、群馬、

千葉、東京、神奈川、新潟、富山、石川、福井、山梨、

長野、岐阜、静岡、愛知、三重、滋賀、京都、大阪、

兵庫、和歌山、鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、

香川、愛媛、福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮﨑、

鹿児島、沖縄 

ｃ）その他 5 岩手、宮城、埼玉、奈良、高知 

 

 

 

ｃ）その他（５県） 

（岩手）労働局に医療機関より直接文書で 

（宮城）医師会は関与せず 

（埼玉）労働局が対応している 

（奈良） 医師会に対して不服申し立ての依頼はない。医療機関が個別に対応している。 

（高知）査定理由について説明を行っているが、必要に応じて審査会にはかる体制に

はあるが、再審査の事例はほとんどない 
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具体的な意見（６道県） 

（北海道）再審査理由を検討し、必要に応じて診療費審査委員会に諮り、再審査結果

は文書により指定医療機関に通知している 

（青森）詳細説明なし。適宜、再審査を行っている 

（群馬）査定理由の詳細について説明しているのみであるが、月１回の診療費算定審

査会で再審査も行っている 

（静岡）必ず審査委員に諮り、書面にて回答を行う（必要に応じてではなく、月に１

～2 回審査会がある） 

（三重）療養審査会委員の審査を受け内容によっては療養審査会に諮る 

（広島）再審査を行い、結果について通知している 
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３．労災診療費の再審査について案件数は月にどの程度か 

件数 都道府県 

年 1～6 8 秋田、富山、福井、山梨、鳥取、徳島、愛媛、鹿児島 

月 0～5 23 

岩手、福島、茨城、栃木、群馬、千葉、新潟、石川、長野、岐阜、静岡、

三重、滋賀、奈良、島根、岡山、山口、香川、佐賀、長崎、熊本、宮﨑、

沖縄 

月 6～10 6 北海道、青森、京都、大阪、和歌山、福岡 

月 11～20 4 山形、東京、神奈川、愛知 

月 25 以上 3 兵庫、広島、大分 

その他 3 宮城、埼玉、高知 

 

 
 

その他（３県） 

（宮城）医師会は関与せず 

（埼玉）労働局が対応している 

（高知）再審査の事例はほとんどない 



 

80 
 

≪労災診療費の再審査についての主な案件≫ 

 

    案件の内容 

手術 18 

術式（北海道）、手術の術式の査定（秋田）、手術（栃木）、手術内容（同

一手術野等）について（東京）、複数手術の点数について（同一術野を見る

場合等）（新潟）、手術の術式について（石川）、手術の手技料（福井）、

手術料（術式）に関するもの（山梨）、手術に関すること（長野）、手術料

の術式について（三重）、手術料（大阪）、病名に対する術式の疑義（兵庫）、

病名に対する手術の適否（和歌山）、手術術式の解釈（鳥取）、手術に対す

る算定の誤り（広島）、手術の術式について（福岡）、手術（長崎）、手術

内容（大分） 

投薬 7 

投薬関係が多く、傷病名がない（青森）、薬剤（病名漏れ）（栃木）、薬剤

の査定に関するもの（静岡）、労災傷病に対する投薬の疑義（和歌山）、投

薬内容（広島）、労災傷病名での投薬（佐賀）、薬剤の使用（大分） 

入院 6 

入院の案件が最も多く、再審査請求の４割を占める（指先（１本）の骨折で

の日数入院が散見されます）（岐阜）、入院料の要件について（三重）、入

院基本料、入院室料加算（大阪）、入院日数の査定（兵庫）、入院期間の適

否（和歌山）、入院料の扱い（島根） 

検査 6 

検査（北海道）、労災の傷病とは異なる検査を行った場合について（新潟）、

ルーチンによる検査の査定（滋賀）、労災傷病名に対する検査の必要性（佐

賀）、検査内容(大分）、検査の回数（宮崎） 

リハビリテー

ション 
4 

運動器リハビリテーション等（大阪）、リハビリテーションの期間が超える

もの（鳥取）、リハビリテーション（長崎）、リハビリテーション（大分）

病名に関して 4 

労災病名に適していない（富山）、私病との混在による治療・投薬（労災で

ない傷病名の追加）（滋賀）、治療と病名の関係（島根）、認められた疾病

以外の疾患に関するもの（熊本） 

処置 3 処置（東京）、処置（広島）、処置（長崎） 

その他 10 

審査に対する不服について（岩手）、請求誤り(山形）、月１回の診療費算定

審査会で再審査も行っている（群馬）、四肢切断再接合（福井）、医学的見

解の相違の問題（愛知）、治療行為の頻度が多いもの（鳥取）、査定に対す

る疑問(島根）、過剰診療（熊本）、画像診断（大分）、医学管理などの指導

料の回数（宮崎） 
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４．労災保険指定薬局からの請求に対する審査の状況について、以下のうち該当するも

のに○を付けて下さい。 

件数 都道府県 

ａ）診療費と同一の審査会

場で審査を行っている。 
43 

北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、茨城、栃

木、群馬、埼玉、千葉、東京、新潟、富山、石川、福井、

山梨、長野、岐阜、静岡、愛知、三重、滋賀、京都、大阪、

兵庫、奈良、和歌山、鳥取、岡山、広島、徳島、香川、愛

媛、福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮﨑、鹿児島、沖縄

b）診療費とは別の審査委

員会で審査を行っている。 
1 山口 

 

①審査委員会には医師

も含まれる。 
1 山口 

②審査委員会には医師

は含まれない。 
0 － 

ｃ）その他 3 神奈川、島根、高知 

 

 

ｃ）その他（３県） 

（神奈川）労働局で判断し、必要に応じて審査委員に伺う 

（島根） 把握していない 

（高知） 薬局からの請求の審査については把握していない 
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Ⅱ．会計検査院の指摘に対して、委員会の決定を尊重した対応をとっているか 

 件数 都道府県 

ａ）診療費審査委員会の決定（医

学的判断）が尊重されている。 29 

北海道、青森、岩手、秋田、山形、栃木、埼玉、千

葉、神奈川、新潟、石川、山梨、岐阜、京都、大阪、

兵庫、奈良、島根、岡山、広島、山口、徳島、高知、

福岡、佐賀、長崎、熊本、宮﨑、鹿児島 

ｂ）診療費審査委員会の決定（医

学的判断）も考慮されているが、

結果的に会計検査院の指摘が尊

重されている。 

14 
福島、群馬、東京、富山、福井、長野、静岡、愛知、

和歌山、鳥取、香川、愛媛、大分、沖縄 

ｃ）診療費審査委員会の決定（医

学的判断）が考慮される余地はな

い。 

0 - 

ｄ）その他 4 宮城、茨城、三重、滋賀 

 

 

ｄ）その他（４県） 

（宮城）診療協議会（労働局内協議会）のみであり、医療委員の意見がそのまま通る 

（茨城）案件による。一概には言えない。 

（三重）ａ、ｂのいずれかによる。ケースバイケースにより対応している 

（滋賀）平成 18 年以降は労災診療費の検査は実施されていない 
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Ⅲ．「労災診療費の再審査」及び「会計検査院の指摘」に対するご意見等 

 

  内容 

岩手県 
○本県は、労災診療費の査定が少ない傾向にあるが、最近はいくらか査定が出てい

る。 

群馬県 
○最近の会計検査院の指摘事項はあまりに健保診療のようで、労災の特徴を勘案し

ていないケースがある、救急医療管理加算の算定における労災と健保の乖離。 

山梨県 

○労災診療費の再審査は、本県では、件数も少なく時間をかけて解決するような案

件もないことから審査の状況は、きわめて良好といえる。 

○診療費算定委員会でも決定（医学的判断）を会計検査院が覆すような指摘はせず、

尊重されている。 また、２年に１回会計検査院が入る年に今年は当たるが、問

題となるような指摘を受けてはいない。例年、手術料、入院費等の算定方法に誤

りが少なからず見られ指摘を受けるようであるが、労働局側も会計検査院の指摘

を尊重してごり押しすることはない。 

大阪府 

○労災診療費の再審査については、必要に応じて再審査されているが、症状詳記が

あれば、当初から査定されていない事例もあり、手術等においては症状詳記を行

うよう医療機関に周知する必要がある。会計検査院の指摘については、労災診療

費審査委員会において、既に審査が確定された請求内容について指摘されるもの

であり、審査委員会における医学的な判断に基づくものであることから、明らか

に算定要件を満たさないものを除き、審査委員会の決定を尊重すべき。 

兵庫県 

○医療保険審査期間においても再審査が現存しているのだから労災保険でも再審

査は仕方がない。丁寧な結果説明と場合によっては理由により復活もある。「会

計検査院の指導」については、指摘が正しいこともあれば行き過ぎた点、誤った

点もあり、ケースバイケースで対応するべき。 

島根県 

○「会計検査院の指摘」について、入院料が適正であるか、手術・手技・適応が一

般的であるかが主な観点である。したがって労働局では 治療現場に問うとか、

審査員に確認したりといった努力をしている。委員会について、審査をしっかり

している点を明確にすべき努力をしている。 

岡山県 ○会計検査院の指摘に対して法的に拘束力はないのでしょうか。 

広島県 

○管理料や加算等の案件が徐々に窮屈になってきている。今まで可であった例があ

る時期より後は不可になると、救急なども含め、労災診療への意欲を削ぐ事にな

る。 

高知県 

○高知労働局では、レセプト上、疑義のある点につき主治医に文書で照会したうえ

で、審査会で判断しており、この様な事例に対しては会計検査院もあまり問題と

しない様である。従って疑義のありそうな事例は積極的に文書照会した上で認め

るようにしている。 
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【自賠責保険関連】 

Ⅰ．苦情処理委員会の設置状況について 

件数 都道府県 

ａ）医療協議会（三者協議会）と

は別に設置している 
8 青森、秋田、埼玉、三重、滋賀、京都、大阪、島根 

ｂ）医療協議会（三者協議会）と

兼ねている 
30 

北海道、宮城、山形、茨城、栃木、群馬、千葉、東京、

神奈川、新潟、石川、福井、山梨、長野、岐阜、静岡、

愛知、兵庫、和歌山、鳥取、岡山、山口、徳島、愛媛、

高知、佐賀、長崎、宮﨑、鹿児島、沖縄 

ｃ）全く設置していない 3 岩手、奈良、香川 

ｄ）その他 6 福島、富山、広島、熊本、大分、福岡 

 

 

 

ｄ）その他（６県） 

（福島）三者協議会と兼ねているわけではなく、案件があればその都度、三者協議会の

中で協議している 

（富山）苦情の内容により臨時的に開催している。苦情があった場合、自賠責担当理事

が損保会社に連絡し解決しており、苦情処理委員会を開催していない 

（広島）損保保険医療協議会実務委員会（数名で協議・検討し、損保保険医療協議会（三

者協議会）へ報告している 

（福岡）専門委員会を設置 

（熊本）専門委員会（三者協議会のメンバーもいる）を設置 

（大分）専門委員会を設置 
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具体的な意見（３道県） 

（福井）委員会というものはないが、個別案件について、三者協議会で検討している 

（岐阜）実務委員会設置 

（静岡）苦情処理委員会は設置していないが、医療機関からの苦情等については、原則、

東・中・西部各地区の三者協議会で対応し、必要に応じて県全体の三者協議会

（主催：県医師会）を開催し、対応している    
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Ⅱ．苦情処理委員会の開催頻度について 

 

Ⅰでａ）医療協議会（三者協議会）とは別に設置していると回答した８府県の開催頻度 

  

≪苦情処理委員会≫ 件数 都道府県（８件） 

月 0 1 滋賀 

年 1 １ 埼玉 

必要に応じて開催 5 青森、三重、京都、大阪、島根 

その他 1 秋田 

 

その他 

（秋田）苦情があった場合に対応。ホームページに相談窓口を設けている 

 

 

≪三者協議会≫ 件数 都道府県（８件） 

年 1 ５ 秋田、埼玉、三重、滋賀、島根 

年 2 1 京都 

年 2～3 1 大阪 

必要に応じて開催 １ 青森 

 

具体的な意見（５府県）       

（青森）苦情の件数が少なく、苦情が出るたびに開催している 

（秋田）年 1（必ず）+必要があれば随時開催 

（滋賀）月 0、新基準導入前後は会員医療機関からの案件が挙がってきたため頻回な

審査委員会の開催が必要であったようだが、現在は落ち着いているのか、ほ

とんど会員から挙がってくることはないため、ここしばらく開催することは

ない。というのが現状  ※新しい会員が、苦情処理制度を知らない可能性

もある 

（京都）三者協は年 2 だが、必要に応じて開催するようにはしている  

（大阪）医療機関からの苦情申立があれば、その都度、損保協会に連絡して対応して

いる。苦情処理結果は、年 2～3 回開催される三者協議会に報告している。 
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Ⅰでｂ）医療協議会（三者協議会）と兼ねていると回答した３０都道県の開催頻度 

 

件数 都道府県（３０件） 

2 年に 1 2 鳥取、沖縄 

年 1 8 北海道、山形、茨城、新潟、長野、岐阜、長崎、鹿児島 

年 2～5 12 
千葉、神奈川、石川、福井、愛知、兵庫、和歌山、岡山、山口、

徳島、佐賀、宮﨑 

2 月に 1 2 東京、高知 

月１ 2 宮城、群馬 

なし 1 山梨 

必要に応じてに開催 2 栃木、愛媛 

その他 1 静岡 

 

その他（１県） 

（静岡）東・中・西部各地区の三者協議会は、原則、年２回以上開催しており、県全

体の三者協議会は不定期に開催している 

 

具体的な意見（１９道県） 

（北海道）苦情処理委員会を開催することはないが、年１回の三者協議会において事

案報告し損保側に改善等の申出を行っている。医療機関と損保等との間でト

ラブルがあり北海道医師会に連絡があった場合は、即座に損保側（幹事会社

を通じて当該損保）に連絡するとともに、状況確認し円満解決を図るよう努

めている 

（茨城）年１～２回 

（栃木）医療機関と損保会社等との間でトラブルが発生した場合、まず医療機関から

郡市医師会の自賠責担当役員に連絡が入り対応にあたる。郡市医師会担当理

事が対応不可能な事例については、本会に連絡され、事例によって協議会を

開催している。 

（群馬）月１必ず行う 

（千葉）年 2 程度 

（神奈川）トラブル案件の状況に応じて年２～４回程度 

（石川）三者協議会は定期（年４～５回）に開催している。ただし、協議事案が発生

した場合は臨時的に開催している 

（福井）年４回 

（岐阜）実務委員会は案件により必要に応じて開催 

（愛知）３月に１回 

（山梨）三者協議会はここ数年開催なし。苦情処理は個々の医療機関で対応している 

（兵庫）年２～３回 

（和歌山）苦情申立書が提出され、内容によって開催する。三者協議会を兼ねての開

催。年３回程度 
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（岡山）年に４回。問題があればその都度 

（山口）年２程度 

（徳島）三者協議会は年２回程度。苦情処理は問題発生時に適宜医師会代表と損保代

表で少人数で行っている 

（佐賀）年２～３回 

（長崎）損保医療協議会は年１回、その他で寄せられた案件についてはその都度対応 

（宮崎）年２回 

 

 

Ⅰでｄ）その他と回答した６県の開催頻度 

（福島）三者協議会の開催頻度は２年に１回程度。苦情等照会は年に１件あるかない

かくらい。 

（富山）苦情の内容により臨時的に開催している。苦情があった場合、自賠責担当理

事が損保会社に連絡し解決しており、苦情処理委員会を開催していない 

（広島）三者協議会は年４回、苦情処理委員会は案件が発生するごとに可及的速やか

に開催する 

（福岡）専門委員会は年１回、三者協議会は、ここ数年開催していない 

（熊本）専門委員会は処理が必要になった時に開く。三者協議会は年１回程度 

（大分）専門委員会は案件があがってきた毎に対応。三者協議会は年２回 
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Ⅲ．審査会（苦情処理委員会）における案件数は月にどの程度か 

（Ⅰ．苦情処理委員会の設置状況で、ｃ）全く設置していないと回答した３県は除く） 

件数 都道府県（４４件） 

なし 7 秋田、新潟、福井、山梨、長野、三重、熊本 

年 1～5 18 
北海道、青森、福島、栃木、埼玉、岐阜、大阪、兵庫、和歌山、

鳥取、広島、山口、徳島、愛媛、高知、福岡、長崎、沖縄 

年１ 3 福島、埼玉、福岡 

年 1～2 2 青森、愛媛 

年 2 1 沖縄 

年 2～3 1 高知 

年 2～5 1 長崎 

年 3 2 北海道、和歌山 

年 3～4、5 3 岐阜、鳥取、徳島 

年 5 3 大阪、兵庫、山口 

年数件 2 栃木、広島 

年 6～10 3 茨城、神奈川、宮﨑 

年 6 1 神奈川 

年 6～7 1 宮﨑 

年 10 弱 1 茨城 

2 月に 1～2 1 東京 

月１回 4 宮城、岡山、佐賀、大分 

月１～5 4 群馬、石川、愛知、鹿児島 

月 1～2 2 石川、鹿児島 

月 2～5 1 群馬 

月 3 1 愛知 

その他 ２ 千葉、静岡 

未回答 5 山形、富山、滋賀、京都、島根 

 

その他（２県） 

（千葉）新基準案件のみ対象としている為、ほとんどない 

（静岡）本会では把握していない 

 

具体的な意見（１県） 

（福岡）個別の案件については、原則県下 4 ブロックの苦情処理委員会で処理され

ている 
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≪審査会（苦情処理委員会）における主な案件≫ 

 

【健保使用に関して】 

○苦情処理委員会は開催していないが、主な案件は以下のとおり。 

損保側による支払遅延や健保強要。人身傷害補償保険による一方的な健保強要

（損保会社の理解不足。公的保険を使用する努力規定（約款）はあるが、自賠

責案件については従来と同様となっている。にもかかわらず、この約束が守ら

れず損保による健保強要がある。）（北海道） 

○損保担当者からの健保強要（茨城） 

○健康保険への切り替えの強要（神奈川） 

○自由診療から健保保険切り替え時期の問題（石川） 

○損保担当者による健保誘導（岐阜） 

○健保使用の問題（愛知） 

○健保の切替えについて（兵庫） 

○健康保険の使用をめぐって患者にプラスとの名目で指示されているが、医療機

 関側と損保会社側との統一がとれていないこと（鳥取） 

○健保誘導と思われる事案（広島） 

○自動車事故医療に対する健保使用について（山口） 

○健康保険使用時の一括請求依頼について（認めないことで三者協議会で決定し

 ているが、時に依頼してくる担当者がいる。保険会社担当課長への指導で改善

 している。（徳島） 

○入院患者については、社会保険使用を医療機関もある程度認めているようで 

  （諦めている）特に問題になっていない。（徳島） 

○健保使用の問題が多い。たまに損保側からの苦情もある（高知） 

○健保使用（福岡）○診断書料の値切り交渉（福岡）○支払遅延（福岡） 

○健保への切替、値切り（佐賀） 

○医療保険の利用、診療の打ち切りなど（長崎） 

○支払について、健保使用について（大分） 

○健保使用の強制（人身傷害保険を含む）（宮崎） 

 

【損保会社による不払い・支払遅延】 

○保険会社から支払いが行われない事例（福島） 

○医療費未払い（茨城） 

○一括打ち切り（茨城） 

○診療の一方的な打ち切り（栃木） 

○診療費未払いのトラブル（埼玉） 

○損保会社の診療費打ち切りのあり方（東京） 

○事務処理の遅れなどによる治療費支払遅延の問題（石川） 

○一括請求申込後に医療費が未払いになる案件（岐阜） 

○損保による未払い事案（一括契約の不備や適用期間など）（広島） 

○一方的な打ち切り（支払拒否）通告（宮崎） 
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○医療費支払いの遅延（鹿児島） 

 

【人身傷害補償保険】 

○人身傷害賠償保険に関すること（福井） 

○人身傷害保険について（兵庫） 

 

【医業類似行為に関して】 

○医業類似行為と交通事故診療（茨城） 

○医療類似行為に関するもの（群馬） 

 

【損保側弁護士の介入】 

○治療中に保険会社側の弁護士より今後の治療費を支払わない旨、通告があった（青森）

○自動車事故医療費支払いの紛争における、損保側弁護士の早期介入について（山口） 

 

【その他】 

○行政書士の示談交渉（茨城） 

○保険金詐欺により支払われなかった診療費（栃木） 

○診断書不要のケース（損保と被災者の直接交渉で）、損保の保険会社取扱いと損保協会

（各種）と農協、外資系との差異について（群馬） 

○損保会社からの医療内容の照会方法（東京） 

○運動器リハの単位削減、１点単価の切り下げ、一般的な診療費の削減要求（神奈川） 

○事故の発生状況とも絡んでくるが、損保会社と医療機関双方の担当者間の連携不足よる、

請求方法（一括・被害者等）の問題（石川） 

○治療の打ち切りに関すること（福井） 

○委員会で各地区の状況を委員から発言してもらうが、入院患者を持たないせいか損保会

社との大きなトラブルは聞かない（農協系は、昔から体質が変わっておらず、要注意との

意見がある。）（山梨） 

○調査事務所における後遺障害認定について（明らかに不適当と思われる認定結果が見受

けられる、診断書を作成した医師に認定結果が通知されない等）、保険会社による給付の

打ち切りについて等（静岡） 

○支払い停止の問題（愛知） 

○偽装事故による治療費未払い事例等、交通事故に遭い治療中の患者が、後日、別の交通

事故に遭った場合の第一事故と第二事故の責任割合による治療費支払遅延（大阪） 

○療養病床など包括算定の場合に私病との区別について（包括の場合私病との区別ができ

ないので、包括の基準により算定。損保は看護配置による出来高を要求）、物損扱いによ

る地場席保険使用に関して（物損への誘導、コンプラ違反）（広島） 
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○診断書の発行が遅いのでとの協力依頼、主治医が面談を受けていただけない。（徳島）

○医療機関側の診断書作成の遅延（宮崎） 

○他社へ提出した診断書の複写に基づく内容照会、損保担当者の助言、強引な電話による

照会、横柄な言動（鹿児島） 

○審査会の開催はないが、会員施設から半年に 1 回の割合で相談がある。相談事例は症状

固定、診断書発行の問題である（沖縄） 
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Ⅳ．審査会（苦情処理委員会）に対するご意見等 

 

  理由 

北海道 

○北海道においては、医師会と損保側との間で、毎年十分な意見交換がなさ

れており、トラブル案件が 少ない。そのため、事務レベルでの解決が図ら

れることがほとんどである。民間医療機関では新基準が浸透しているため

（民間医療機関の約９８％が新基準を採用）、トラブルが少ないと思われ

る 

岩手県 

○最近、外資系の損保会社では、最初から弁護士が介入し、医師の指示も仰

がず治療期間を決定している。最近、日本の損保会社でも医師を通さず解

決策を模索している傾向があり、医療機関とのトラブルが増えてきている

ように思わるがいかがでしょうか？（会員からの意見） 

○いずれ、被害者と損保会社との間でトラブルがみられ、医療機関には間接

的に影響がでるように思われる。 

○労災・自賠責等、自由診療に対する消費税の取扱い等、１点単価１２円に

対する影響があると思われますがいかがでしょうか？ 

○医療協議会（三者協議会）の設置はないが、設置を検討中である。 

○２年に一回の自賠責研修会において、会員に対して案件を募りその回答を

調査事務所に確認を行ったり等している。 

宮城県 ○風通しよく協議が行われている。 

茨城県 

○各地で起きている問題事例を集めて、対応事例集を日本医師会として作成

してはどうか。 

○１～２年に一度、全国担当者会議を開催してほしい。 

○個別に挙がってくる案件に関しては、県医師会役員が都度対応をしてい 

 る。 

富山県 

○最近、健保使用を進めるケースが多いような気がしており、医療機関側と

のトラブルが起こる可能性あり。 三者協議会で確認し、トラブル回避に努

めたい。 

石川県 

○最近、第三者協議会の中に参画していない外資系損保会社加入の人身事故

が増加傾向にある。このような場合、医療機関等から健康保険への切替え

や治療費遅延問題などの相談を受けるも、事故状況の実態が十分把握でき

ないため、その対応に苦慮している。第三者協議会に参画されない外資系

損保会社の問題事例については、中央の審査会で対応するなど、何らかの

対策を講じて欲しい。 

愛知県 
○同じ内容の問題が繰り返されている。委員会での議論が、代理店などの末

端まで周知徹底されることが必要。 

大阪府 

○交通事故診療について、損保会社から治療費の一括支払いの連絡があり、

患者の治療が終了したあとで、故意の事故のため損害賠償範囲の対象には

ならないとされる事例がある。故意であることが確定しない限り、損保会

社は、治療費の支払いに対して責任を持つべきである。交通事故診療にお

ける健康保険の使用について、損保側と医師会側で健保使用率に対する認

識に差がある。患者に過失がない場合や損害総額が 120 万円以上に収ま

るケースは自賠責新基準（自賠責保険）を優先適用すべきである。 
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広島県 

○交通事故において被害者の救済を第一に考えるのは当然であり、診療側は

障害の治療に全力を尽くし、加害者に非があることは自明であるため自賠

責保険で治療を行うのが妥当と考える。損保側は営利企業である加害者へ

のサービスや利便性を優先することはある程度理解はできるが、そのため

に健保使用など利益誘導を行って医療機関と反目することが起きないよ

う、また医療機関への支払いが遅滞なく行われ、請求書、診断書など適正

に処理するように三者協議会でお互いが紳士的に冷静かつ慎重に審査を

進めていくことが重要である。 

○会員より事例などの公開希望があるが、個人情報保護法にしばりがあり、

どの程度まで公開可能なのか教えて欲しい。（既に口答にて委員会では事

例などを話すようにしている） 

○今回のアンケート結果などを基に、全国的な状況や各地で問題となってい

る事例も含めた会員向けのパンフレット作成（答申や報告よりも気軽に見

やすい）を希望する。 

山口県 

○人身傷害補償保険「人傷」について「人傷」の運用における認識が、医療

側と損保側で大きく乖離しており、議論がかみ合わない。特に「公的保険

を使用して費用の軽減に努めること」という努力義務規定の取扱いについ

て認識が違う。 

徳島県 

○人身保険対応での相談は双方よりあまりない。自賠責に請求できる案件に

ついては、人身傷害保険への日医基準での請求が行きわたってきているよ

うである。 

宮崎県 

○宮崎県では自賠責調査事務所を定年退職された良識ある人物を必要に応

じて、アドバイザーとして招致しているが、他県での独自の取組みがあれ

ばお聞かせ願いたい。 

 

 


